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午前10時０分開会

会議に付した案件

○概要説明

農政水産部、環境森林部

１．農水産物の輸出拡大に向けた取組等につ

いて

２．林産物の輸出拡大に向けた取組等につい

て

○協議事項

１．次回委員会について

２．県内調査について

３．海外調査について

４．その他

○意見交換会

宮崎県経済農業協同組合連合会

宮崎くみあいチキンフーズ株式会社

株式会社ミヤチク

１．本県農畜産物の海外展開の取組について

出席委員（12人）
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委 員 清 山 知 憲

委 員 田 口 雄 二

委 員 渡 辺 創

委 員 新 見 昌 安

委 員 図 師 博 規

委 員 西 村 賢

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 大 坪 篤 史

農政水産部次長
野 口 和 彦

（ 総 括 ）

農政水産部次長
成 原 淳 一

（ 水 産 担 当 ）

畜産新生推進局長 坊 薗 正 恒

農 政 企 画 課 長 酒 匂 重 久

新農業戦略室長 鈴 木 豪

農業連携推進課長 山 本 泰 嗣

農 産 園 芸 課 長 土 屋 由起子

水 産 政 策 課 長 毛 良 明 夫
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環境森林部
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日 髙 和 孝
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意見交換会のため出席した者

宮崎県経済農業協同組合連合会
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課 長 補 佐

宮崎くみあいチキンフーズ株式会社
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製 造 部
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常 務 取 締 役 中 窪 哲 義
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牛 業 務 部 長 黒 原 利 浩

牛業務部牛業務課
横 部 顕 然

課 長 補 佐

管理部企画管理課
七日市 昌 弘

審 査 役

事務局職員出席者

政策調査課主査 森 田 恵 介

政策調査課副主幹 花 畑 修 一

○中野委員長 ただいまから、海外経済戦略対

策特別委員会を開催いたします。

本日の委員会の日程についてでありますが、

お手元に配付の日程（案）をごらんください。

本日は、午前中に、農政水産部及び環境森林

部から、農水産物及び林産物の輸出拡大に向け

た取り組み等について説明いただきます。

その後、次回委員会の県内調査、海外調査等

について御協議をいただきたいと思っておりま

す。そして、昼食を挟みまして、午後から農業

関係団体・企業との意見交換会を行いたいと思

いますが、このように取り進めてよろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、執行部入室のため、暫時休憩いたしま

す。

午前10時１分休憩

午前10時３分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。

本日は、農政水産部及び環境森林部に御出席

いただきました。

執行部の皆さんの紹介につきましては、お手

元に配付の出席者配席表にかえさせていただき

ます。

それでは、概要の説明をお願いいたします。

○大坪農政水産部長 本日もどうぞよろしくお

願い申し上げます。

まず、資料ですが、お手元の委員会資料の表

紙を開いていただきまして、目次をごらんいた

だきたいと存じます。

本日は、御指示のありました農水産物と林産

物の輸出拡大に向けた取り組み等について御説

明をいたします。

幸いにして、近年、本県の農水産物の海外輸

出は順調な伸びを示しておりまして、例えば、

宮崎牛につきましては、対米輸出をされる和牛

全体の４割を占めるようになりました。そして、

宮崎牛というブランド名で、アメリカのレスト

ランで販売されるようになっております。

また、水産物につきましても、養殖ブリを中

心に増加しておりまして、本年は念願のキャビ

アの初輸出も実現をしました。

それから、木材につきましても、材工一体と

いう手法で、現在、韓国を中心に付加価値をつ

けて輸出する流れができてきたところでござい

ます。

本日は、そういったことを具体的な中身とし

て御説明をしながら、御意見を賜ればと考えて

いるところでございます。

県といたしましては、こういった流れを一層

加速させながら、今後、本県の産品のさらなる

輸出拡大に向けて取り組んでまいりたいと存じ

ます。

本日は、どうぞよろしくお願い申し上げます。

○山本農業連携推進課長 委員会資料の１ペー

ジをお開きください。

農水産物の輸出拡大に向けた取り組み等につ
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いてであります。

本県農水産物の輸出につきましては、香港を

初めとする東アジアを主要なターゲットとしな

がら、北米やＥＰＡの大枠合意がなされたＥＵ

等での輸出拡大に取り組んでおり、国内外の商

社などとも連携しながら、産地の育成や新たな

取引づくりに取り組んでいるところであります。

まず、１の輸出支援体制の充実・強化につき

ましては、平成24年度に県内の商工事業者や農

業団体などと連携した、みやざき「食と農」海

外輸出促進協議会を設立し、オール宮崎での推

進体制を整備するとともに、県香港事務所の開

設やジェトロ宮崎貿易情報センターの誘致を進

めてまいりました。

また、香港・台湾・シンガポール・アメリカ

・ＥＵに、輸出支援の専門家をコーディネータ

ーとして配置するとともに、今年度は県内の輸

出産地の育成や商品の掘り起こしを行います輸

出サポーターを新たに設置し、海外の輸出促進

コーディネーターと連携した活動を展開してい

くこととしております。

２の輸出実績及び目標につきましては、下の

（１）のグラフに示しておりますとおり、口蹄

疫等の影響により平成23年度に一旦減少したも

のの、その後の輸出額は年々伸びており、平成28

年度の輸出額は過去最高の34億5,000万円となっ

ております。

２ページに移ってください。

２ページの上の表、（２）品目別実績にありま

すとおり、農産物が３億5,000万円、畜産物が26

億2,000万円、水産物が４億7,000万円となって

おりますが、輸出金額の前年比を見ていただき

ますと、水産物が1.6倍、茶が1.5倍と高い伸び

を示しております。

輸出先別に見ますと、（３）国別実績の表のと

おり、東アジアが21億7,000万円、アメリカやＥ

Ｕが12億7,000万円となっており、特に輸出金額

の前年比で見ますと、台湾が4.2倍に増加してお

ります。

台湾につきましては、ＢＳＥ問題を理由

に、2001年から日本産牛肉の輸入を禁止してい

ましたが、この９月から輸入を解禁する方針が

今週月曜日に発表されており、今後の輸出拡大

が期待されます。

一方、ＥＵにつきましては、前年比88％の２

億4,000万円と減少しております。これはお茶の

輸出が伸びるなど、数量自体は伸びておるんで

すけれども、牛肉がやや減少したというところ

が影響しているようです。

県では、平成32年度の輸出目標を44億円とし

ており、引き続き輸出支援策の強化を図ってい

くこととしております。

次に、３の主な品目の対応状況につきまして

御説明します。

①の牛肉につきましては、ＪＡグループと連

携した海外での販促活動や県香港事務所のフロ

ンティアオフィスに入居しております畜産法人

等の活動支援に取り組んでおります。

次に、②の養殖ブリにつきましては、東日本

大震災以降、輸出先国から求められております

産地証明書の発行体制の構築や、養殖業の国際

認証取得に必要な漁場環境調査の支援を行って

おります。

３ページをごらんください。

③のカンショにつきましては、輸送中の腐敗

発生を抑制するため、産地の調査や輸送試験な

どに取り組むとともに、料理愛好家やプロの料

理人を対象とした料理教室を開催し、新しい食

文化の提案による宮崎産カンショの普及拡大に

努めております。
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また、記載をしておりませんけれども、先ほ

ど伸びておると言いましたお茶につきましては、

国内需要が減少している一方で、ＥＵ等の輸出

が伸びております。

特に、お茶のＥＵ等の輸出につきましては、

有機ということが求められることから、有機Ｊ

ＡＳ認証取得を支援してきたところであります。

次に、（２）取引拡大の状況につきましては、

①の東アジアでは、香港事務所や現地のコーディ

ネーターが核となりまして、見本市への出展や

バイヤー招聘による商談会などと連携したきめ

細かなフォローアップを行った結果、お茶や豚

肉など、新たな取引拡大に結びついてきていま

す。

キャビアにつきましては、ことし３月に、香

港直行便を利用しまして、最高級ホテルと連携

した輸出イベントなどに取り組んだ結果、好調

なスタートが切れたところでございます。

また、ことし２月に、県と伊勢丹シンガポー

ルとの連携協定を締結しております。この御縁

を生かしまして、輸出促進コーディネーターが

マッチングを進めたところ、継続的な取引が始

まっております。

ブルネイにつきましては、非常に裕福な国で

はあるんですけれども、厳しいハラールが課せ

られる国であること、また、日本との商流・物

流はほとんどないといった国でありますことか

ら、現地の日本大使館主催イベント等を活用し

たマーケット調査や、シンガポール経由での商

流・物流の構築に向けた調査を進めております。

次に、②の北米・ＥＵでは、アメリカでの知

事による宮崎牛トップセールスや、ニューヨー

クを中心に展開してきましたスイートピーの輸

出先を、さらにロサンゼルスにも拡大するため

のプロモーション等に取り組み、輸出拡大につ

ながってきております。

③の輸出前残留農薬検査体制の整備につきま

しては、近年、特に台湾において、日本との残

留農薬基準の違いから、輸入検疫の際に基準値

を超過する事案が発生しておりまして、現地で

の廃棄処分というのが発生しております。

このため、食の安全分析センターにおいて、

台湾の残留農薬基準311成分のうち281成分につ

いては、迅速に分析可能な技術を開発しており

ます。

また、九州農水産物直販株式会社と連携しま

して、輸出前に分析した検査証明書を添付して

輸出する実証事業に着手したところでございま

す。

４ページをごらんください。

（３）施設整備や人材育成の状況についてで

あります。

まず、①の輸出拠点施設の整備につきまして

は、国の平成28年度補正事業を活用しまして、

表にあります、くしまアオイファーム、ミヤチ

ク、宮崎くみあいチキンフーズの３法人が、カ

ンショの集出荷貯蔵施設や畜産物処理加工施設

の整備を進めておりまして、順調に工事が進ん

でおると伺っております。

次に、②の輸出に取り組む人材の育成につき

ましては、ジェトロ事務所と連携したセミナー

の開催や海外商社との商談のフォローなどを通

しまして、輸出に取り組む人材の育成に取り組

みますとともに、農業法人経営者協会が核とな

りまして、輸出サポーターによる輸出事務の支

援や、輸出商品の掘り起こしや磨き上げなどに

取り組んでいくこととしております。

農業連携推進課からの説明は以上でございま

す。

○日髙みやざきスギ活用推進室長 続きまして、
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林産物の輸出拡大に向けた取り組み等について

御説明いたします。

資料の５ページをごらんください。

まず、１の木材の輸出でございますが、（１）

の輸出額の推移にありますように、近年、東ア

ジアを中心に、木材需要の高まりや為替の円安

基調を背景に木材、とりわけ丸太の輸出額が増

加しております。

県内企業等の平成28年度の輸出状況につきま

しては、太枠部分になりますが、平成28年度は、

前年の平成27年度に比べ、中期から後期にかけ

て一時的に円高傾向に振れたこと等から、前年

度に比べ、丸太が４割ほど減少しているところ

ですが、対しまして製品輸出につきましては、

対前年比で６割ほど増加し、丸太との輸出額の

差も縮んできているところです。

次に、輸出先の内訳ですが、丸太の多く、90

％が中国と台湾が占めており、製品につきまし

ては、全体の５割を韓国が占めているところで

す。

（２）の課題でありますが、丸太の輸出は、

現在、為替の影響を受けやすく、中国・台湾市

場等では、ニュージーランドからの松等、諸外

国との価格競争が激しく、為替次第では他国産

材に取ってかわられるおそれがあることなどか

ら、不安定さがあることは否めません。

このため、今後は、より付加価値の高い製品

の輸出の拡大に取り組む必要があると認識して

おります。

このようなことから、県では具体的に「「みや

ざきスギ」販売戦略実践事業」を活用し、５ペ

ージの下のほうの写真にもありますように、海

外での建材展示会出展や丸太輸出の支援を行う

とともに、より付加価値の高い製品の輸出を促

進するために、「県産材海外輸出トライアル推進

事業」により、輸出相手国の設計士や工務店等

を対象に、プレカットした材料と、これを組み

立てる建築技術をパッケージにした材工一体の

システムで輸出する取り組みを進めているとこ

ろであります。

６ページ、上の写真をごらんいただきたいと

思いますが、28年度は、まず日本の木造住宅に

類似したハノクという伝統的木造住宅文化が残

る韓国におきまして、日本の在来軸組工法を韓

国の設計士や工務店などの技術者に理解しても

らうために、軸組工法の入門セミナーを韓国の

主要都市５地区で開催したところで、延べ800名

の参加を得たところです。

なお、ソウル地区での開催では、林活議連に

も御参加いただいたところでございます。

さらに、このセミナー参加者の中から、本格

的に軸組工法に取り組もうとする技術者に対し

まして、県内で実務研修を３回ほど開催し、約50

名が受講したところでございます。

このような取り組みの結果、28年度は住宅・

非住宅を合わせまして、30棟の建築の実績がご

ざいましたところです。

また、年度末に開催しました宮崎県内での実

務研修を契機に、新たに約10棟程度の受注が発

生しているところでございます。

韓国向けにつきましては、今年度も引き続き

セミナーと研修会を開催することとしておりま

して、軸組工法の定着と住宅部材の輸出拡大を

図ってまいりたいと考えているところでござい

ます。

また、台湾や中国等に対しましても、まだま

だ木造住宅の建築市場というのが定着はしてい

ないんですが、国内の住宅需要が縮小する見込

みでございますので、将来を見越して、韓国で

の取り組みを参考にしながら、住宅部材の供給
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を検討していきたいと考えております。

次に、（３）のジェトロと連携した取り組みで

ございますが、県内の木製材企業７社が、ジェ

トロの「地域間交流支援事業」を活用しまして、

台湾における木材産業の市場調査、具体的には

内装材等の供給を目指して、今年度、市場調査

や商談会を開催する予定であります。

最後に、２の干しシイタケについてでござい

ます。

（１）のとおり、近年、台湾や香港などの東

アジアを中心に、干しシイタケの輸出量は年々

増加傾向にあり、県内の輸出に取り組む企業へ

の聞き取りによりますと、平成28年には、台湾

・香港・シンガポール・イタリアの４カ国に向

けて、888キログラムが輸出されたところでござ

います。

（２）の課題でありますが、安価な中国産と

競合しないよう、高品質の干しシイタケの輸出

を図るなど差別化が必要と考えております。

具体的な取り組みとしまして、「みやざき乾し

いたけプロモーション事業」により、市場ニー

ズ調査や海外でのＰＲイベントの実施に取り組

むこととしております。

なお、写真でございますが、昨年度行った台

湾でのＰＲイベントの状況でございます。

説明は以上です。

○中野委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑等がございましたら発言をして

ください。

○田口委員 ちょっと１点確認させてください。

先ほど、農産物輸出の中で、台湾の事情が変

わるという話をされましたが、あれは東日本大

震災の関連のやつですか、違うんですか。ちょっ

と、私、ここ、聞き漏らしたもんですから、も

う一度教えてください。

○山本農業連携推進課長 台湾の牛肉輸出が、

９月に解禁するという方向で動くということに

なります。

これはＢＳＥを理由に、2001年からこれまで、

日本からの輸出を閉じてきたんですけれども、

以前から、ここ数年かけて国同士の交渉をずっ

とやっておりまして、安全性が確認されたとい

うところもありまして、今回、解禁するという

ことになった運びです。

○花田畜産振興課長 ちょっと補足説明をさせ

ていただきます。

ＢＳＥの関連でとまっていたということだっ

たんですけれども、今回、７月17日付で、台湾

のほうで２カ月間のパブリックコメントという

ようなことで、輸出解禁に向けた取り組みが始

まったということでございます。

早ければということで新聞報道されておりま

すけれども、その後のまだまださまざまな手続

もあるということで、はっきりした日程につい

てはまだ不明確なんですけれども、それに向か

いまして、いずれにしましても、解禁になった

らすぐ輸出できるように準備等は進めていると

いうような状況でございます。

○田口委員 ありがとうございました。

ちょっと確認をしたかったもんですから伺い

ました。それで、今、問題になっているのが、

例の東日本大震災の原子力発電所の放射能の関

係で、日本の食品に関する不信感がいまだにあっ

て開放されておりせん。

国のトップがかわって開放しようというよう

な状況があった中で、台湾の中でもかなり反対

運動といいますか、デモとかもありましたけれ

ども、その後、何か新たな展開はあるんでしょ

うか。

○山本農業連携推進課長 やっぱり放射能に対
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する動きというのは、台湾のみならず、いろん

な国が問題視しておりまして、２ページの下の

ほうの養殖ブリで書いておりますけれども、産

地証明書というものを添付していくということ

で、本県の場合はこの産地証明書をつけること

で、かなりの国には輸出ができるという状況に

なっております。

○田口委員 実は昨年の暮れに、日台議連で台

湾に行っていろいろ話をしました。日本人は放

射能に対して何とも思わないのかということを

かなり聞かれまして、いや、僕らは逆に東北の

ほうのやつは復興のために食べようと思ったり

しているんだけれどもと言ったりしましたが、

何か、かなりそういう固定観念みたいなのがあっ

て、なかなか開放、日本のものを自由に入れる

のは大変だなあと思ったところだったもんです

から、ちょっとお伺いをいたしました。ありが

とうございました。

○渡辺委員 木材の輸出の関連でお伺いしたい

んですが、先ほど御説明ありましたように、ずっ

とここのところ、近年、韓国への木材輸出の量

を高めるために、材工一体でやっていって、技

術も一緒に出していくという戦略をずっととっ

ていらっしゃると。実績として、先ほど御説明

いただいたように、その説明会、セミナーに800

名ぐらいの方が来られて、さらなる実務者研修

も50名ぐらいの方が参加されている。

実績としても、材工一体なわけですから、こ

の施工をされた30棟というのは、当然、宮崎か

ら出した木材でつくられたんだろうというふう

に理解をしますが、例えば、この30棟、そして

今決まっているのがあと10棟あるというのは、

そもそも例えば目標値があったのか、目標値は

なかったとしても、この30棟という評価は、か

なり期待感を持ってこれから広がれるなあとい

うイメージでの30棟なのか。

それとも、実際やってみると、いろいろと苦

労があるというような数字なのか、その辺の認

識といいますか、分析はどうなのかというとこ

ろを、あわせてそのセミナーの参加者数とか、

宮崎で行われた実務研修に来られた方の数とい

うのが、そういうふうにイメージとどのぐらい

の乖離があったり、期待感を持てるのかという

あたりのちょっと認識を教えていただければと

思うんですが。

○日髙みやざきスギ活用推進室長 まず、木材

の輸出についてでございますけれども、現在、

丸太の輸出が非常にふえているところなんです

が、丸太ですと宮崎県産材の場合、送り出す港

の着価格で、スギのＢ材・Ｃ材が、大体、九千

七、八百円、１万円弱でございます。

台湾とか中国のほうに型枠とか足場材、ある

いは棺おけの資材等が行っていますけれども、

こういった資材が板材で、大体、二万三、四千

円から２万5,000円となっています。

韓国のほうは、木造住宅の文化がございまし

たけれども、こちらのほうに宮崎でプレカット

して組み立てる前までの状態で送っていくと、

当然これにつきましては、設計図面をこちらに

送っていただいて、プレカットしまして手がか

かるわけですけれども、木材の場合ですと立方

８万円程度、それから集成材ですと立方10万円

程度の単価で送れるということになりますと、

やはりそれだけ宮崎にお金を落とした上で、付

加価値をつけて送れるということになります。

こういった取り組みにつきましては、平成24

年段階では、住宅はほとんどゼロというような

状況だったんですが、翌25年度に７棟、それか

ら26年度に９棟、それから28年度に25棟、それ

から、非住宅等を含めまして合わせて30棟とい
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うことで、丸太につきましては、先ほど説明し

たように為替の影響を受けて、価格競争で異常

に変化が大きいんですけれども、やはり付加価

値の高い住宅というのはあんまり、やはりそれ

が必要になってくれば、輸入せざるを得ないと

いう状況でございますので、為替の影響も受け

にくいというようなことで、順調にふえてきて

いるところでございます。

具体的な棟数について、目標値ということに

ついては定めていないところですけれども、や

はり今後の目標としては、原木の１万円に対し

て、プレカットした集成材等の付加価値の高い

部材ですと立方10万円いくということであれば、

やはり、より県内にメリットがある、経済効果

の高いということであれば、より住宅部材とし

ての供給にシフトしていくべきではないかとい

うふうに考えております。

○渡辺委員 今、御説明でも、手応えがある程

度感じられるということだと理解をしたんです

けれども、県が今、関係者の皆さんと一緒になっ

て推進をするというのは当然の立場だと思うん

ですが、将来的には、当然、県内の事業者の皆

さんと韓国で建物を建てる皆さんの間で十分に

成り立っていく、もちろん宮崎県にとって付加

価値で高く売って、利益をたくさん上げるとい

うのはありがたいことだと思うんですけれども、

それが十分に成り立っていく環境につなげてい

ける取り組みであるという確証を、担当部とし

ては、今、持っていらっしゃるというふうに僕

らは理解をしていていいですよね。

○日髙みやざきスギ活用推進室長 現在、宮崎

県内で木造住宅が4,000棟台の規模、建設されて

いるところでございます。

対しまして、韓国につきましては、約１万棟、

木造住宅が建っているところです。

このうち8,000棟ぐらいがアメリカ発のツーバ

イフォー住宅で建てられており、日本の在来軸

組工法、それから韓国のハノクの工法というの

は、1,000棟から2,000棟ぐらいの規模でござい

ます。

宮崎の企業ですが、企業独自に持っている目

標としましては、この8,000棟のツーバイフォー

の住宅、仮にこの１割がとれたとしたときに800

棟ということになります。

やはり8,000棟台のうちの800棟の規模が仮に

とれたとすれば、これは県内の木造住宅、また、

木製材納入業者にとっては、非常に大きな数字

ではないかというふうに捉えているところでご

ざいます。

○中野委員長 ほかにはありませんか。

○図師委員 資料の１ページなんですけれども、

１の輸出促進コーディネーターをそれぞれの国

に配置されておるんですが、今後、このコーディ

ネーターの配置の数の検討をどのようにされて

いくのかと、あと台湾なり、ＥＵという形でざっ

くり書いてあるんですが、ＥＵの中でも、どこ

の国をまたさらに掘り下げていくようなお考え

があるのかお聞かせください。

○山本農業連携推進課長 コーディネーターに

つきましては、今、我々が目指している輸出を

カバーできる形で配置できているというふうに

考えておりますので、当面、この形で数を変え

ることはないんだろうと思います。

それで、ＥＵにつきまして、どこを掘ってい

くかという話になりますと、今、ドイツに配置

しておりますのでドイツを中心にしていくと。

ＥＵの食料を輸入する港というのがドイツとオ

ランダにございます。この拠点を押さえていく

ということが、まず大事になるかなというふう

に考えております。
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○図師委員 先ほども出ました牛肉が台湾にと

いう話もあります。台湾に配置する予定はない

んですか。

○山本農業連携推進課長 済みません、台湾に

も置いております。

○図師委員 今後、数の増加は考えていないと

いうことなんですが、もう今までの実績で、前

年度比140％達成されておって、成果は十分に上

がっておると思うんですが、薄く広くもいいと

は思うんですけれども、それぞれの国別の成果

が見えてきているところで、どこがまだ伸びし

ろがあるとか、まだここはほかの県が入ってき

ているところが少ないとか、もしくはほかの県

が入ってきていないところがまたエリアで見え

てきたとか、そういうところには集中的に、５

人でも10人でもコーディネーターを増員して、

他県が入ってくる前にどんどんすり込みをして

いくべきだと思います。特に品目別実績のとこ

ろで、牛肉は、特に香港・アメリカよりもその

他のところの数字が大きいと、つまり薄いけれ

ども伸びている地域がたくさんあろうかと思い

ますが、そのあたりの数字も精査されて、ここ

ならまだまだいけるというところには、もう集

中砲火していく必要があろうかと思うんですが、

そのあたりのお考えはないですか。

○山本農業連携推進課長 委員おっしゃるとお

りだと思います。

我々も輸出に着手した当時は、いろいろなと

ころでフェアをやったり、プロモーション活動

をやったりということで、まず知ってもらおう

という取り組みから入ったんですけれども、知っ

てもらおうという取り組みでは、やっぱり取引

につながらないというところがありまして、輸

出促進コーディネーターという人を配置して、

企業と産地をマッチングさせていくということ

で、輸出額が伸びてきているというふうに考え

ています。

特に、牛肉につきましては、部長が最初に申

しましたとおり、かなりアメリカへ伸びており

ます。こういう言い方は変ですけれども、ＴＰ

Ｐがもしあのまままとまっておりますと、今、200

トンが低関税、200トンを超えると関税が上がる

という状況で、なかなかそれをもう上回る輸出

がなされているという状況にございます。

そういう国の縛りが、ＴＰＰというのがなけ

れば3,000トンまで非課税という形で動いていた

はずなんですけれども、そういう形でいろんな

縛りがございますので、そこをどう攻めていく

かというのが、多分、その縛りの中でどう動く

かという話になると思うんです。

そういう形で見ると、ＥＵというところが今

度はあきます。大枠合意ということで交渉が進

んでいくと思います。ここはやっぱり食の文化

が高いですので、しっかり攻めどころだという

ふうには考えております。

○図師委員 私も各国、市場調査に入ったんで

すが、例えば、上海に入ったときも、北海道が

フェアをもう積極的に打って、特に乳製品、生

乳も出ておりましたが、上海の市場関係者に聞

くと、もう日本という国名よりも北海道という

その地名のほうが、上海では認知されている割

合が高いですよとか、インドネシアに入ったと

きも、ナシにしてもモモにしてもリンゴにして

も、もう岡山県産というものが市場のほとんど

を占めておって、もう岡山というものが日本と

いう国名よりも知名度が広がっていますとか、

そういうようなところも見てきたところです。

１つの国に絞っていくのももちろんそうです

が、アメリカという国の中でも、何々州は、も

う宮崎は他県よりもどんどん先駆けていくとい
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うように、後追いではないというところの実績

を今後期待したいと思いますので頑張ってくだ

さい。

○後藤委員 今の図師委員に関連してなんです

が、実は３ページ、取引拡大の状況、輸出前残

留農薬検査体制の整備のところで九州農水産物

直販が出てきました。

この設立当時、まさに九州のブランドという

か、１つで売っていこうという設立の目的じゃ

なかったかなと思います。非常に図師委員と関

連するんですが、この残留農薬検査って初めて

出てきたんですが、それこそ取引拡大、販路拡

大におけるこの九州農水産物直販との連携の状

況というのをお聞かせ願いたいんです。

○山本農業連携推進課長 九州農水産物直販は、

本県のＪＡ経済連が出資をして設立をした会社

でございます。

基本、九州だけではなくて、九州以外からも

香港に向けて物を売っているという状況で、デ

イリーファームというところと組んでおります

ので、非常に格が高いストアでの販売というこ

とになります。

そういうところと組みますと、相手がはっき

りしていますので、非常にうちのこういう取り

組みの説明をしやすいという環境がございます。

今のところ、先ほど説明したように、まだ台

湾に向けた311成分のうちの20成分ができていな

いというところでございますが、去年の事例で

すけれども、一応できる分の分析証明書をキン

カンにつけて送ったところ、こういうものがあ

れば大丈夫だよということで、取引が成立した

ということもございます。

この分析技術を向上させていくには、もう少

し時間がかかりますので、今年度中には何とか

めどをつけて、台湾についてはクリアができる

ような形で進めていきたいというふうに考えて

おります。

○後藤委員 実は、きょう、午後に、ちょうど

輸出拠点となる施設整備の推進部隊、ミヤチク

さんとかチキンフーズさん、御意見をいただく

場を設けていただいているんです。私も、何か

九州ブランド、１つの産地、特に今、インバウ

ンドでも九州という１つの広域連携による取り

組みですね、そこら辺、輸出もなかなか独自で

行くと厳しいものがあるかなと思っているんで

すが、また午後いろんな御意見を聞いてみたい

と思います。

○中野委員長 ほかにはありませんか。

○宮原委員 この品目別実績のところで、カン

ショが香港・台湾を主要国として輸出をされて

いるというふうに思うんですけれども、香港は

土地がないからかなと思うんですが、台湾はも

ともとサツマイモってつくっていないんですか。

○山本農業連携推進課長 台湾でもカンショの

生産はされております。

ただ、本県のようにウイルスフリーにして、

きれいな紅色のカンショをつくるというところ

までは体制ができていないということで、香港

でもベトナム産とかのカンショが入ってきます

けれども、やっぱりジャガイモみたいなカンショ

が出回っていますので、味も品質も全然違うと

いうような位置づけになっております。

○宮原委員 そうしたときに、サツマイモは伏

せ込んでおけばまた苗が出てくるので、それを

植えてもやっぱり気候的に合わないということ

になるんですかね。ウイルスフリーというのは

また特別だと思うんだけれども。

○山本農業連携推進課長 うちの県でもバイテ

クセンターというところで、ウイルスフリーの

苗をつくりまして、それを農協なりに供給して、
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ふやして農家に配付するという形になっており

ますけれども、自家苗でずっとやっております

と必ずウイルスが入ってきますので、もうそれ

こそ筋状にまだらの入ったカンショになってい

くということになります。

○宮原委員 はい、わかりました。

あと、お茶についてですが、お茶はＥＵ・ア

メリカとなっていますけれども、ＥＵ・アメリ

カは、普通にやっぱり沸かして飲むのか、ペッ

トボトルが普及するというわけじゃないんだけ

れども、そういう状況なのか、この利用はどう

なっているんでしょうか。

○土屋農産園芸課長 ＥＵにしても北米にして

も、安全安心という観点から有機のお茶が人気

でございます。

その飲み方なんですけれども、特に北米では、

割とお抹茶、粉茶を溶かして健康飲料みたいな

形で飲むというような形が多うございます。

ＥＵのほうには、割と煎茶の形での輸出が多

うございますけれども、向こうで粉茶とかにし

て、やはりそういう形での飲み方も多いという

ふうに聞いております。

今度、８月に、ロサンゼルスのほうにプロモ

ーションにまいりますけれども、そこではまた

煎茶としての新しい飲み方であるとか、そうい

う飲み方もプロモーションをしてきたいという

ふうに考えております。

○宮原委員 あと、宮崎が、日本で一番大きな

お茶の産地ならあれなんですけれども、静岡な

り鹿児島なり、他の大きな産地があるんですが、

そこもやっぱりこういった輸出という部分には

力を入れている状況があるんですか。

○土屋農産園芸課長 同じように、やはり静岡

にしても鹿児島県にしても輸出に力を入れてご

ざいます。

○宮原委員 ちなみに、静岡あたりはどのぐら

い輸出に、金額ベースとか、トン数でもいいけ

れども、そんなのがわかりますか。すぐ出なけ

れば後でいいです。

○土屋農産園芸課長 茶の輸出につきましては、

国全体では、平成28年、116億円と過去最高を記

録したという資料が手元にございますけれども、

ちょっと県別では、今、手元にございませんの

で後ほどお願いいたします。

○宮原委員 わかりました。

そしたら、金額ベースですると116億円ですか

ら、まだまだ宮崎が頑張ればという可能性はあ

るということでいいですね。

あと一点、乾燥シイタケですが、台湾・香港、

前年にして下がったとはいうものの、そう大き

な差はないのかなというふうに思いますけれど

も、全体的に見ると、ずっと上がってきた状況

がここにきて横ばいになったというようなふう

に見ればいいのかなと思いますが、これはどう

分析をされていますか。

○三重野山村・木材振興課長 こちらについて

は、事業者の方々と一緒にやっていくというこ

とになりますが、まず事業者の方の手の届く範

囲で徐々に伸ばしているという段階でございま

す。

これが、例えば、来年倍増というところは

ちょっと厳しいと思います。

と申しますのは、こちらについては、干しシ

イタケ、競合相手で申し上げますと、中国産の

非常に廉価な干しシイタケというのが、相手国

市場に入ってございます。

そちらと、私ども国産の干しシイタケ、宮崎

県産の干しシイタケにつきましては、原木シイ

タケでできていると、その味わいをよく理解し

てくださいということで、よく理解をしていた
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だきながら進めるということにしてございます

ので、そういったことを御理解いただきながら、

徐々にここは広げていこうというふうに考えて

ございます。

○宮原委員 はい、わかりました。

○星原委員 きょう、説明いただいて、輸出実

績の推移ということで、平成25年から東アジア

経済交流戦略が始まって、このような形で、今

はグローバル戦略ということで伸びてきたのは、

その成果が出ているのかなというふうに思うん

です。

ここに品目別の実績というのもあるんですが、

それぞれのこういうものに対して、県としてど

ういう支援というか、どういうような形で今やっ

ているのか、民間の人たちがやっているのを拾

い上げている部分もあるんじゃないかなという

ふうに思うんですけれども、やっぱり外国と取

引するには、信頼関係というのが非常に大事な

部分になってきて、民間の企業ではなかなか入

り込みが難しい部分も結構あると思うんです。

そのときに、県の行政としてはどういう役割

を果たさなくてはいけないか、そういう取り組

みが非常に大事じゃないかなというふうに思う

んです。

そういう中で、宮崎県、今、「ひなた」を全国

展開しながら、いろんなところでＰＲしている

わけですけれども、そういうものを使って外国

にも宮崎県が保証しているというか、推奨して

いるものなんだというのを、基準も厳しくして

いかなくてはいけないと思うんですが、そうい

うのをやりながら差別化をしていかないと、宮

崎県だけじゃなくて、国内どこでもいろんな外

国とはやりとりをしているわけで、ほかの県よ

りか伸ばしていくには、何らかのそういう行政

からの信用度をあらわす、そういったものを相

手の国、あるいはそういう取引の企業なり、向

こうの商社なりに、宮崎県はこういう形で、官

民挙げて輸出に向けてのそういうものをちゃん

とやっているんだというのを私はやっぱり示し

ていく、あるいはそういう時期じゃないかと思

うんですが、そういう考えはどうなんですか。

○大坪農政水産部長 よく理解できますし、ま

さにそういう時期が来ているんじゃないかなと

いうふうに考えております。

外国に輸出する場合、まずはその事業者が自

分の商品をどうやって輸出していくか、そこが

一番の出発点になるわけですが、私も、昨年、

一昨年、環境森林部長をしておりまして、木材

の業者の方と随分話をしましたが、やはり１企

業だけではなかなか相手国に信用されない。そ

ういう中では、行政が一緒になってフェアとか

プロモーション活動とかをするということは、

大変有意義だということを聞きました。

そういったこともあって、木材に関しまして

は、韓国とかで一緒にフェアをやって、そして

商談会をやったりということにしているんです

が、それは当然ながら農水産物にも当てはまる

わけでございまして、一昨年のミラノ博であっ

たり、あるいは食品の見本市であったり、そう

いうところに県としても積極的に出展をしなが

ら、業者の人も一緒に行っていただいて、そこ

で商談をまとめていく、今後の商談につなげて

いく、そういった取り組みをいろんな国々と、

ビジネスチャンスを考えながら積極的に取り組

んでいきたいなと、そんなふうに考えておりま

す。

○星原委員 ですから、そういう取り組みをす

ることが、やっぱり業者も意欲を示す、いろん

な形でやっていくだろうというふうに思います

し、これから台湾が牛肉の解禁になってくる、
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そういうときでも、どういうふうな形で相手の

国に信用させていくのか。

我々は宮崎牛が全共で２連覇したとかいろい

ろ言っている、ことし、３連覇がどうなのかわ

かりませんが、そういう状況の中で、かなり牛

肉なんかの畜産物には力を入れてきていますよ

ね。

だから、やっぱりそういうものを、よりほか

の日本国内の都道府県なんかと競争する場合で

も、どこをポイントに、どういう形で攻めていっ

てどういうふうにしていくのか、そういうのを

早く察知していないと、みんないろんな情報網

をいっぱいそれぞれ入れていると思うんです。

宮崎はそういう取り組みをどういう情報網を

使ってやっていくのか、そういうのを検討して

おかないと、多分９月ないし、あるいはそれ以

降に解禁になっていろんな条件が出てきたとき

に、対応できる体制だけはしっかりとっておか

ないと、解禁になってからいろいろ動いていた

んじゃ、私は遅くなるんじゃないかなというふ

うに思うんです。

というのは、台湾でいけば、焼酎も、今度、

今までと違って変わってきて、もう鹿児島なん

かは、船便で持ち込んでいるという、そういう

状況まであるわけです。

そういうことになったときに、宮崎はどこま

でどうしているのかという、それはやっぱり一

方でおくれるということは、多分、情報のとり

方とか、あるいは業界の皆さん方との連携のと

り方とか、こういうものが変わるときには、きょ

う、あしたにぱっと決まるわけじゃなくて、何

カ月前からやっぱり事前にそういう動きがある

わけですから、いかにそういう情報をつかんで

おくかというのは非常に大事だと思うんです。

やっぱりそういうことを常にやっておかない

と、最初の取っかかりで食い込んでおかないと、

なかなか後から追っかけてでは厳しいところも

あるというふうに思うんで、これから本当に海

外との取引をするんであれば、そういう情報の

とり方に、かなりしっかりした方法をとらない

と厳しいんじゃないかと思うんですが、その辺

の考えはどうなんですか。

○大坪農政水産部長 海外との商取引につきま

しては、信用が前提になりますので、先ほど輸

出のコーディネーターの話もしましたけれども、

やはり先方との人脈をどれだけつくっておくか

ということは、とても大事な出発点になろうか

と考えております。

そういう中では、幸い、台湾とはいろんな形

で人脈づくりも今進んできていますので、まず

はそういったところとの連携というものも１つ、

有効な方法として考えていきたいと思います。

一方、台湾につきましては、まだ具体的にこ

ういう条件でというのが示されていませんので、

そういった情報をいち早くキャッチをしながら、

先方が解禁ということになれば、速やかに輸出

できるような体制というものを、団体とも十分

連携をしながら進めていきたいと考えていると

ころです。

○星原委員 ぜひ、そのようにお願いをしたい

と思います。

次に、木材の関係でも、やっぱり同じことが

言えるのかなと思うんです。

だから、丸太で輸出するのと、付加価値をつ

けて輸出するのじゃ、林家の所得も変わってく

るわけですよね。

ですから、やっぱりその国々に売っていこう

としたら、やっぱりその国がどういったものを

欲しがっているか、じゃあ、そのためには素材

で送るんじゃなくて、加工して送れないかとか、



- 14 -

平成29年７月20日（木曜日）

今、プレカットとかいろいろあるわけですし、

今度ＣＬＴも一応いろんな形で取り組みをされ

ているんで、そういうものをちゃんと特徴を、

相手の国に向けてどこまでしてやったら、林家

なり、製材とかいろんな加工するところなり、

そういうところにお金が落ちるかということで

いかないと、ただ、もう丸太で輸出したって、

私はそんなに効果ないと思うんです。

だから、やっぱりそういう面においての加工

の技術を上げる方法とか、付加価値をつけるた

めにどうする方法とか、やっぱりそういう団体

の人たちとのそういうところで、技術的なもの

はそういう業界の人たちがやるわけですから、

今度は逆に、県としては、どういうところを支

援したり、どういう形で取り組んでいったら付

加価値をつけて販路開拓ができるのか、やっぱ

りそういうことにも積極的に取り組むべきじゃ

ないかなというふうに思うんですけれども、そ

の辺の考えはどうなんですか。

○日髙みやざきスギ活用推進室長 まず、今、

韓国で材工一体という取り組みを行っています

が、もともとは県内のプレカット企業が、アメ

リカのツーバイフォーというものが、製品じゃ

なくて技術を先に送り込んで技術を普及して、

その後、製品がついていったということから、

やはり日本も技術を先に送り込んで、後から材

料がついていくんだということで、業界の提案

を受けまして、県のほうで日本の在来軸組の工

法についてマニュアルをつくって、それを韓国

語に翻訳をして、これを使ってくださいよとい

う形で県のほうが支援したところです。

実は韓国でセミナーを開催する場合でも、企

業さんが独自にやるよりも、実際は韓国側の工

務店からあった申し出というのが、県がやって

くださいと、やはり宮崎県がそういったセミナ

ーをやることについて、やっぱりそこは非常に

信頼性が高まるというようなところで、中国・

韓国については、そういうふうに行政が前面に

出ることによって保証を与えるという、いわゆ

る御用商売的な要素がまだまだ強く残っており

ます。なので、技術的なものは企業さんのほう

にお任せするとしましても、商談会、そういっ

た技術セミナーについても、やはり県がついて

行って、この企業さん、大丈夫ですよというよ

うな形で、やっぱりそういった保証を付与する

という点では、行政の立場は非常に重いのかな

というふうに考えております。

そういったことで、例えば、韓国につきまし

ては、昨年、滅多に起きない地震が起きたとこ

ろでございますので、昨年のセミナーでは在来

軸組とはこういうものですよという説明をやっ

たんですが、ことしのセミナーでは、それに加

えまして、日本の木造住宅の耐震性について、

県のほうで技術的な部分も含めて説明に行って、

向こうのユーザーの反応を見るというような形

ですので、やはり東アジア、御用商売的な部分

があるところについては、県のほうがやはり業

界と連携していくということが非常に重要と受

けとめていますので、今後も業界と連携してい

きたいと、そういうふうな基本方針で考えてお

ります。

○星原委員 そこでなんですが、要するに、ス

ギでいけば26年連続日本一の宮崎県と、こうやっ

ているわけよね。そうなってくると、外国に輸

出しているスギ材が、ほかの県と比較して日本

一になっているのかどうかという比較の仕方を

していって、何が売り込みに足りないのか、ど

うしたらいいのかということを。今、海外に向

けて日本がスギならスギで日本一になっている

んなら、努力している、あるいはそれはそれな
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りの評価高いんですけれども、他の都道府県が

どれだけの量を輸出しているか、私、わからな

いんで。

ただ、国内においてはスギ26年連続日本一だ

とか、こういう言葉が出るわけで、輸出につい

てもそういう日本一を目指す、あるいは牛肉の

輸出にしても、やっぱり宮崎牛が、今度、３連

覇を狙っていくんだということであれば、やっ

ぱりほかの県よりかはそういうもので一歩前に、

あるいは焼酎でも日本一だと言うんなら、ほか

の県よりか、海外に向けてもそれだけのものを

売るんだという、そういう意気込みとか、そう

いう取り組みとかがなされないと、宝の持ち腐

れになっても仕方ないんで。

やっぱりそういうところをしっかり考えた戦

略というか、そういうことをやって、それはも

う県だけじゃなくて、そういういろんな業界の

人たち、あるいは市町村とか、いろんなものを

巻き込みながらしっかりやっていかないと、やっ

ぱりほかの県におくれをとるようじゃいけない

んで、日本一になっているものがあるものは、

絶対に海外に向けても輸出で日本一になるんだ

というぐらいの、そういうものを思いながら取

り組んでほしいなというふうに思っています。

○中野委員長 ほかにありませんか。

○田口委員 ちょっと確認をさせてください。

先ほどの農産物の国別の出荷の中で、数量に

対して金額が非常にふえているところが、例え

ば、台湾とか香港、余り重たくなくて単価の張

るものが出ているんだと思いますけれども、そ

れはどういう要因なのか。

それと、台湾だけが養殖ブリではなくて水産

加工品というふうになっていますけれども、こ

の中身は何なのか教えていただきたいと思いま

す。

○山本農業連携推進課長 基本的に単価が高い

輸出品は牛肉でございます。

カンショはどうしましてもかさは張るんです

けれども、単価は、どちらかというと大衆品で

出しておりますので、金額としてはそう上がっ

てこないという状況でございます。

今、伸び盛りというのは花きで、花ですね、

これが香港なり、それからアメリカで非常に評

価が高いということで、これをどう伸ばしてい

くかが課題になっています。

○毛良水産政策課長 台湾の水産加工品につき

ましては、魚卵ということでございまして、こ

れはボラの卵ということで、台湾のカラスミ文

化に対応した輸出ということでございます。

○花田畜産振興課長 香港が伸びているという

のが、牛肉の部分、先ほど単価の高いものとい

うことでしたけれども、50トンが100トンに伸び

たということで、かなり上がっているというこ

とでございます。

○田口委員 最近はもう魚屋さんも取り合いに

なるぐらい、東南アジアとか東アジアでも魚が

盛況に食べられています。この養殖ブリという

のは、多分、真空パックみたいなことにして、

生で送っているやつだと思うんですが、これは

現地の人はどのような食べ方をしているんで

しょうか。現地の人なのか、逆に日本人が買っ

ているのか、それはわかりませんけれども、ど

ういうふうな商品になっているのかですね。

○毛良水産政策課長 養殖ブリについては、台

湾につきましては詳細にはちょっと調べていな

いんですが、おそらく刺し身商材、寿司ネタと

いうことで、ＥＵにつきましても、当然、寿司

ネタということで刺し身商材、高級魚として食

べられているということでございます。

○田口委員 長崎県が鮮魚ではかなり実績を残
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していますから、食べ方を何で聞いたのかって

いうのは、食べ方によってはまだ宮崎の中でも

いろんな魚が出荷できるんではないかと思いま

すので、そのあたりの研究もさらに進めていた

だきまして、多分、魚は単価の高いほうだと思

いますので、ぜひ御尽力をよろしくお願いいた

します。

○新見委員 １点だけ教えていただきたいんで

すが、先ほど宮原委員も触れられましたが、６

ページの干しシイタケなんですけれども、この

地域別の一覧表がございますが、特に台湾が平

成25年から26年にかけて500キロ、また翌年が100

キロということで、その前の年等と比べると圧

倒的にふえておりますが、この時期、他県の干

しシイタケの輸出状況がどうだったかというの

はわかりますか。

○三重野山村・木材振興課長 この間、国全体

で申し上げますと40トンぐらいで横ばいという

ことですので、他県の状況ということで言えば、

特に大幅に伸びたという状況ではなかったとい

うふうに考えてございます。

全体から申し上げますと、先ほどの40トンと

いう中の、私どもの県で申し上げますと、約１

トンということでございますので、どちらかと

いうと、これから追いかける立場でございます。

ですので、先ほどいろいろ御指摘もいただき

ました相手との関係をうまくつなぎながらと、

逆に言うと、その伸びしろがあるということで

ございますので、しっかりとハートをつかみな

がら、輸出量を伸ばしていきたいというふうに

考えてございます。

○新見委員 現地ではやっぱり干しシイタケの

効用というか、健康にいいとか、そういうのが

ブームになって、こういう状況になっているの

かどうか、ちょっと教えてください。

○三重野山村・木材振興課長 こちらの香港・

台湾といった地域、もともと干し物文化がござ

いまして、その中で、もともと食材としてシイ

タケを使うという文化があったというところが

ございます。

それから、あとは日本の食に対する関心度が

非常に高いというところがございまして、やは

り原木シイタケであるというのが非常に特徴で

ございますので、その味わいを理解していただ

ける方というのが徐々にふえているという状況

かというふうに分析してございます。

○新見委員 はい、わかりました。

○宮原委員 先ほどの品目別の27年、28年とい

うのを、数量、金額で割り崩して見ると、計算

が間違っているのかもしれませんけれども、カ

ンショが平成27年で270円、平成28年で290円、

キロ単価にすると上がってきている。

お茶については、平成27年が2,117円、平成28

年が1,790円、これ下がっている。

牛肉は、それもどこの部位を送るかでも違う

んでしょうけれども、平成27年がキロ単価にす

ると9,984円、そして平成28年が9,000円という

ことになっています。ちなみに、牛肉なんかは、

こういうグラム単価に直すということにすると

いいんでしょうけれども。

輸出することで量を送れば、当然この金額と

いうのは上がってくるんだけれども、国内で売

るのと、海外にここをどんどん広げていくとい

うことは、１つの選択ではあるんですが、農家

にとって、また事業者にとって、利益がどうな

のかというのはどういう状況に判断をされます

か。

○山本農業連携推進課長 カンショにつきまし

ては、過去５年、一生懸命やってきたんですけ

れども、１つ、輸送中の腐敗という問題がござ
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いまして、これを克服するために、予措をかけ

て、予措庫を整備をする、それから輸送のため

の包装を特殊な機能性フィルムを使うといった

ことで、腐敗を１割以下に抑えようという形で

取り組みました。

そういう取り組みが功を奏しまして、単価自

体は上がってきたという形になっております。

それから、お茶はやっぱり輸出先が変わって

きたということでしょうね、ＥＵなりにかなり

シフトしてきたということで、こういう価格の

動きになってきていると、量がふえたことで、

取引ロットが大きくなってきたんだろうという

ふうに思います。

あと、花なんですけれども、これ、意外に価

格が、輸出用は国内に出す価格よりも高値でとっ

ていただいておりまして、むしろ、かなり国外

のほうが有望な輸出先になっているという状況

でございます。

いずれにしましても、ＢｔｏＢで、どの層を

目指した商品をつくっていくかという話で価格

は変わっていきますということと、それから、

さっき木材でも出ましたけれども、どうしても

為替の影響がありますので、我々も伸びている

ということに安住せずに、商品づくりをしてい

きたいというふうに考えております。

○土屋農産園芸課長 少し、金額的なことで捕

捉をさせていただきたいと思います。

今、宮原委員おっしゃいましたように、カン

ショにつきましては、28年度、割り戻しますと290

円という単価が出ますけれども、県内の食用カ

ンショの年間通しての単価っていうのが、大

体180円から220円でございます。

それから考えますと、単純には比較できない

部分もございますけれども、特にカンショの場

合は２Ｓ品であるとか、Ｓ品であるとか、国内

流通が非常に低単価しかとれないものが中心に

なっておりますので、そういう意味でも非常に

いい単価ではないかというふうに考えておりま

す。

それから、お茶につきましても、まずヨーロッ

パでもアメリカでも、先ほど健康志向の高まり

から有機農産物、有機茶が人気があるというふ

うに申し上げましたけれども、海外でも実際の

有機のものと有機でないものは、２割ぐらいの

単価差があるというふうに聞いておりますし、

実際、本県から有機茶として輸出しているもの

は、非常によい単価で出荷ができているような

状況でございます。

以上でございます。

○中野委員長 ほかにありませんか。副委員長

ありませんか。

○日髙副委員長 ないです。

○中野委員長 山村木材振興課の調べで、木材

の輸出の推移が書いてあるんですが、丸太の輸

出ですけれども、どういう調査法をされたのか

をお聞きしたいと思います。

○日髙みやざきスギ活用推進室長 原木の丸太

の輸出に取り組む団体でございますけれども、

県森林組合連合会、それから県内の森林組合が

中心となっておりますので、直接聞き取りで行っ

ているところでございます。

○中野委員長 我々が見渡すところのほとんど

のスギが伐採されていますよね。それと、港に

行けばそれこそ山と積まれていますよね。特に、

志布志なんかはもう物すごい量ですよ。

それなのに、わずか２億6,900万円というのは

安いんじゃないかなと思うんです。輸出を見て

も、こんなもんじゃないだろうと思うんですが

どうですか。

○日髙みやざきスギ活用推進室長 委員長御指
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摘のとおりでございまして、例えば、志布志で

ございますと宮崎県産材、それから鹿児島、そ

れから熊本から主に集まっております。

この統計でお知らせしました数字については、

県内の企業・事業者等の輸出額ということに

なっていますが、実は商社も九州から木材を集

めて輸出しているところでございます。

輸出額につきましては、それぞれの港で財務

省が管理しておりまして、財務省で港別の輸出

額、輸出量というのを把握できるんですけれど

も、そこの中で県産材がどれぐらいかというこ

とは、特に輸出量の多い志布志では把握できな

い状況でございますので、一応ここの資料にあ

りますのは、県内の事業者から聞き取ったほぼ

正確な数字というふうに理解していますが、こ

れとは別に輸出に取り組んでいると思われる商

社さんのほうにも可能な範囲で聞き取りをして、

推計の数字で把握しているところでございます。

その推計の数字でいきますと、県内の企業と

商社さんも含めますと、大体、宮崎県産材10万

立方から15万立方のちょっと幅が広いんですが、

それぐらいの量が丸太で輸出されているという

ふうに推計しているところでございます。

○中野委員長 志布志の港から出す木材、南那

珂森林組合、都城の森林組合が、そのあたりも

あるけれども、物すごい量なんですよね、西諸

県の伐採する業者にしても、大体、志布志に運

ぶというんですよね。

だから、この数字は実数で本当に、今、限定

された森林組合連合会とか、森林組合の聞き取

りということですけれども、実態としてはどの

くらいを把握されているわけですか、パーセン

テージで。

○日髙みやざきスギ活用推進室長 まず、地元

の南那珂森林組合さんが出されている分につい

ては、ほぼ実数ということで御理解していただ

いていいかなと思います。

ほぼ全量を拾っているということですので、

この28年度、２万6,900立方、この範囲内という

ことで御理解いただいてよろしいかなと思いま

す。

先ほど申し上げました商社を含んで、トータ

ルで10万立法から15万立法ということについて

は、これは推計値ということになっています。

○中野委員長 輸出には関係ないけれども、山

の崩壊、荒れる云々というのが、再造林をする

かしないかでよく説明されますよね。

今度の九州北部豪雨を見ても、物すごい日田

の山とか荒れていますよね。ああいう雨が降れ

ば、特に宮崎県も荒れると思うんですけれども、

そのためには、伐採した面積に対して造林計画

がきちんとしていなければ、かなり山が荒れて

くると思うんです。

延岡地域が何か指定されてやっていますけれ

ども、特に西諸県なんかは、いつかの説明では

極端に少ないんでしたよね。

だから伐採する正確な面積を把握してもらっ

ておかないと、再造林のことも、また輸出に絡

むことも、きちんと後々のための整理がいかな

いと思いますので、そういう意味を含めてちょっ

とお聞きしたところでした。わかりました。

ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 ほかに質疑等ございませんので、

これで終わりたいと思います。

執行部の皆さん方、御退席して結構でござい

ます。本日はまことに御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時８分休憩
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午前11時11分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。

協議事項（１）の次回の委員会についてであ

ります。

前回の委員会で決定しましたとおり、７月26

日から27日までの県内調査にかえて、７月27日

木曜、海外展開企業との意見交換会を実施いた

します。

資料１をごらんください。

海外展開に取り組む企業と調整をした結果、

２社が御対応いただけることとなりましたので、

この日程で計画をしているところであります。

来週の開催まで時間がありませんので、でき

ればこの案で御了承いただきたいと思いますが、

御異議ありませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、そのような形で進め

させていただきます。

次に、協議事項（２）の県内調査についてで

あります。

資料２をごらんください。

県内調査については、８月24日に予定されて

います。

調査先については、正副委員長に御一任をい

ただいているところですが、ごらんのような日

程案を作成いたしました。

午前中は油津港に伺い、貨物港としての取り

組みや、大型客船誘致のための環境整備の取り

組みについて調査したいと考えております。

午後は、黒瀬水産株式会社と株式会社くしま

アオイファームに伺い、各社における輸出等の

海外展開の取り組みについて調査したいと考え

ております。

県内調査については、調査日が迫っており、

調査先との調整もある程度進めさせていただい

ておりますので、できればこの案で御了承いた

だきたいと思いますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、そのように決定いた

します。

なお、諸般の事情により、若干変更が出てく

る場合があるかもしれませんが、正副委員長に

御一任いただくようお願いいたします。

次に、協議事項（３）の海外調査についてで

あります。

資料３をごらんください。

前回の委員会におきまして、調査先について

は正副委員長に御一任いただいたところですが、

ごらんのような日程案を作成いたしました。

前回までの委員会での説明内容や御意見等を

総合的に勘案し、本県発着の就航便も活用しな

がら、ベトナムに所在の日本からの海外展開企

業や行政機関、台湾の航空会社などへの調査を

考えております。

空欄の箇所は、現在調整を行っているところ

です。その状況によって、この行程に修正等が

あるかもしれませんが、今後の委員会で改めて

御提示したいと思います。

調整先との調整等もございますので、できれ

ばこの案で引き続き準備を進めてまいりたいと

思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、引き続き準備を進め

させていただきます。

○星原委員 いいですか、日程の説明の中であっ

たんですけれども。

○中野委員長 異議があるの。

○星原委員 いや、異議とか何とかじゃなくて、

どういうことをやろうとしているかなんだけれ

ども、ベトナムだったら、今回、アオイファー
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ムに行くんで、多分、アオイファームがベトナ

ムに農場を準備して実際やっているんで、だか

ら、そういうところも１カ所、視察先に、この

４カ所ある中のどこかに組んでもらうのもいい

のかなというふうに思っているんだけれども。

アオイファームに行ってみないと、今度、行っ

たときに聞いてみればわかるけれども、あるい

はもう前もって、日程を入れるんだから聞いた

ほうがいいかもしれんけれども、どこら辺まで

準備進んでいるか、進んでいれば、そういうこ

とで調査に入れてもいいのかなというふうに

思ったんです。

○中野委員長 ちょっと暫時休憩いたします。

午前11時16分休憩

午前11時21分再開

○中野委員長 再開いたします。

それでは、引き続き準備を進めさせていただ

きます。よろしくお願いいたします。

最後に協議事項（４）のその他で、委員の皆

様から何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、ここで暫時休憩いた

します。

午後１時に再開いたします。

午前11時22分休憩

午後１時１分再開

○中野委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

ただいまから宮崎県議会海外経済戦略対策特

別委員会と農業関係団体・企業の皆様との意見

交換会を始めさせていただきます。

初めに、一言御挨拶を申し上げたいと思いま

す。

ただいま申し上げました我々委員会、昨年設

置し、１年間では宮崎県のいろんな産業が、輸

出を含めて海外との取引をということは、調査

するのは難しいだろうということで、連続して

の特別委員会の設置ということになりました。

少しでも宮崎県の産業が、海外との取引で、

いわゆる輸出等で浮揚することを願う、特に農

業あるいは林業、水産業、こういう第１次産業

がそういう方面でできていけば、それにこした

ことはないがなと、そういう思いでのことであ

ります。

それで、皆さん方に御案内を申し上げました

ところ、快くお引き受けいただき、本日は多忙

な中、御出席を賜りました。まことにありがと

うございます。感謝を申し上げて御挨拶とさせ

ていただきます。

座らせていただきます。

ただいま挨拶をしたのは、私、中野でござい

ます。本日は御出席いただいた団体・企業様に

おける本県農畜産物の海外展開の取り組みにつ

いてお伺いするとともに、意見交換をさせてい

ただきたいと存じますので、どうぞよろしくお

願いいたします。

次に、委員を紹介いたします。

最初に、私の隣が宮崎市選出の日髙陽一副委

員長です。

続きまして、皆様から見て左側、都城市選出

の星原透委員です。

小林市・西諸県郡選出の宮原義久委員です。

延岡市選出の後藤哲朗委員です。

都城市選出の二見康之委員です。

続きまして、皆様から見て右側、延岡市選出

の田口雄二委員です。

宮崎市選出の渡辺創委員です。

同じく宮崎市選出の新見昌安委員です。
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児湯郡選出の図師博規委員です。

日向市選出の西村賢委員です。

それでは、早速ですが皆様から概要説明をお

願いいたしたいと思います。

最初に、ＪＡ宮崎経済連様、お願いいたしま

す。

○沼田課長補佐 ＪＡ宮崎経済連の沼田と申し

ます。よろしくお願いいたします。

本来なら、私のほうの担当の部長の出席とい

うことでございますけれども、御存じのとおり

かと思いますけれども、６月30日付で、私の上

役のほうが常勤監事ということになりまして、

１カ月間、７月の間、不在ということになりま

したので、かわりまして私のほうの出席という

ことで御了承いただきたいと思います。

それでは、私のほうから２枚紙のほうを御準

備させていただきました。

○中野委員長 どうぞ、お座りください。

○沼田課長補佐 座って説明させていただきま

す。

私どものＪＡ経済連グループの輸出の現状の

御報告と、今後のあるべき方向ということで御

説明を申し上げたいと思います。

本日、ミヤチクとチキンフーズということで、

畜産関係の団体のほうで来ておりますので、私

のほう、青果物中心で御説明申し上げようと思

います。

まず、１の輸出の現状ということをお伝えし

たいと思います。

青果物に関してなんですけれども、青果物の

輸出、私どものほうが約10年前から取り組みを

開始いたしました。

約10年たちまして、今、輸出先が香港・台湾

が中心ということになっておりまして、取り扱

い高で、年間、約１億5,000万円程度と、輸出の

量について言えば約500トンから600トンという

ところで、ここ３年、４年推移しているところ

でございます。

やはり輸出の中心が香港というところになり

ますけれども、実は私ども、平成24年の６月に、

香港事務所を開設いたしまして、今、５年が経

過しております。

その後、昨年の２月、海外の事業のところに

特化する部署ということで海外事業戦略課をつ

くりまして、私がそちらのほうに２月から配属

ということになっております。

資料に戻りますけれども、輸出先、香港と台

湾が中心ということで、非常に価格競合が激し

い中でここ数年続いていると、その青果物の競

合先としては、やはり香港・台湾・タイ・シン

ガポール、この４つについては、かなりの競合

が顕著になっているというところになっており

ます。

続きまして、②なんですけれども、輸出品目、

中心はカンショというところになりまして、そ

れ以外の品目については、ほぼ限定的ではあり

まして、消費者のターゲットは上・中級購買層

以上ということになっております。

あと、ここ５年ほどなんですけれども、③の

ところにありますとおり、カンショの冬場腐敗、

あと日本のほうでは問題はないんですけれども、

発芽、これがジャガイモのソラニンと同じよう

な感度で向こうのほうは受け入れられていまし

て、そこで、品質の部分で、なかなか一筋縄で

はいかないという部分も出てきている現状では

ございます。

畜産物につきましては、私のほうからは割愛

させていただきますが、１点だけ、③、ミヤチ

クのほうの豚肉加工品、農村協働工舎というと

ころのものがありますけれども、そちらのほう、
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今年度から小売店向けに輸出が開始されたとこ

ろでございます。

卵についても、今年度、卵パックとして小売

店向けに輸出を開始したというところでござい

ます。

続きまして、２になりますけれども、29年度、

３カ年計画というのを私ども立てますけれども、

そちらのほうの29年度の重点施策ということで

２つ掲げております。

取引先確保というところでありますが、輸出

については、これは必須のものではありません

で、やはり国内外市場を見る中での、あくまで

も手段としての輸出になりますけれども、そこ

の行き着く先はやはり生産基盤を確保するため

というところで、そのために青果物は量、畜産

物はブランディングと量ということで掲げてお

ります。

（２）につきましては、系統、内外のところ、

私ども香港の駐在も含めまして、ネットワーク

も含めて、経営資源も含めまして、経済連グル

ープのほうにございますので、そちらのほうで

事業構築というところが、海外事業戦略課とし

ての使命というところになっております。

最後に、３のところの「あるべき方向」とい

うところになっているんですけれども、（１）の

①、先ほど価格競合が顕著になっているという

ところがありますけれども、ここについてはや

はり市場の中で伸びしろのある企業、こちらの

ほうに絞り込んで、その商流に注力して、販売

のほうを行っていくというところが必要という

ことで考えております。

あと、②なんですけれども、10年前から輸出

を始めて、青果物単体についてはやはりカンショ

中心、それが90％以上の売り上げということは、

そこから飛躍するところはここ10年ないという

のが現状になりますので、そこについてはやは

りオールジャパン、オール九州というところで

一体的に取り組むというところで、私ども、か

じを変更したというところではなく、そちらの

ほうを重点的にして、これまでの取引先は、効

率的なところはそちらを利用しつつやっていく

というところで方向づけをしております。

あとは、③になりますけれども、加工品と１

次加工品、こちらのほうでしっかりと売り込み

をしていくと、やはり青果物単体、原料ではな

くて、こちらのほうで材料なり、加工品という

ものを残すのであれば、経済連グループなり、

ＪＡ、産地のほうに利益が残る形で輸出ができ

る、ないし輸出のリスクが少ないというところ

で、そちらのほうに注力をしていきたいという

ことで考えております。

私ども、ＪＡ宮崎経済連のほうからの御報告

は以上とさせていただきます。

○中野委員長 ありがとうございました。

続きまして、宮崎くみあいチキンフーズ株式

会社様にお願いいたします。

○川口代表取締役 皆さん、こんにちは。ただ

いま御紹介にあずかりました宮崎くみあいチキ

ンフーズで代表取締役をやらせてもらっており

ます川口でございます。本日はよろしくお願い

申し上げます。

また、きょうはこのような機会を設けていた

だきまして、大変ありがとうございました。

それでは、早速なんですが、私どもの出席者

の紹介をさせていただきたいと思います。

向かって、私の左が業務担当の常務をしてお

ります遠藤でございます。

私の後ろ、向かって右側ですが、工場管理課

の課長をしています上川でございます。

向かって左側のほうですが、全農チキンフー
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ズ、私どもの親会社になるんですけれども、そ

こで営業統括部の副部長をしております泉とい

う者でございます。

当社は、昭和47年に宮崎県経済連グループ傘

下の子会社ということで、ブロイラー事業を専

門にスタートしております。

その後、平成20年に事業強化を図っていこう

ということで、全農グループのほうの傘下に資

本を移行しまして、傘下に入ったところでござ

います。そして現在に至っております。

それ以前は、私ども、生産、処理加工、販売

まで一手にやっていたんですが、グループ化以

降、販売機能のほうを全農チキンフーズに移管

したということでございまして、今回こういっ

た輸出事業に当たっても、全農チキンフーズと

一体となって取り組んでいこうということで考

えておるところでございます。

それで、現在、当社は輸出実績はございませ

んけれども、今回、新工場をつくるということ

で現在進めさせてもらっております。この新工

場を契機に、私どもも積極的に輸出のほうに取

り組んでいって、本県農業、また、本県経済の

発展に貢献したいなということで考えておると

ころでございます。

それでは、早速、私どもの事業概要の説明に

入らせていただきます。

説明は常務の遠藤がしますので、よろしくお

願いします。

○遠藤常務取締役 お世話になります。宮崎く

みあいチキンフーズの遠藤です。

では、お手元のパンフレット、その後、ペー

パーのほうで、概要と今後の輸出拡大の中核と

なる新工場建設について、簡単に御説明をさせ

ていただきたいというふうに思います。

まず、パンフレットの１ページ目をあけてい

ただきたいんですけれども。

○中野委員長 皆さん、もう全部お座りくださ

い。

○遠藤常務取締役 失礼します。

ただいまの社長の挨拶にもありましたように、

我々は全農チキンフーズグループの一員として、

ここでは年間約3,000万羽と出ておりますけれど

も、昨年の実績で3,100万羽のブロイラー生産を

行っております。

チキンフーズグループは、下の地図にありま

すように、東京に本社のある販売会社でありま

すチキンフーズを中心に、岩手の住田フーズ、

あと、鹿児島くみあいチキンフーズ、宮崎くみ

あいチキンフーズの３生産会社、合わせて４社

からなるグループで、年間、約7,000万羽弱の処

理をしております。

日本全国の約10％強を当社グループで扱って

いるということになっております。

右隣の地図をごらんになっていただきたいん

ですけれども、ブロイラーの生産農家としては、

当社の傘下が135戸、工場が日向の北部工場、高

鍋の中部工場、都城の南部工場と３工場、合わ

せて約3,050万羽、それに加えまして、佐土原の

食品加工場と、ひなをつくります佐土原孵化場、

計５つの施設を持って事業を運営しております。

国産にこだわって、生産から処理・加工まで

の一貫体制を当社で築いているということであ

ります。

グループ全体の使命としましては、次のペー

ジに３つのミッションということでありますけ

れども、丹精を込めてつくり上げたチキンをま

ごころを込めてお客様にお届けする。トップブ

ランドを目指してグループ全社員がベストを尽

くす。それと、生産者とともに日本の食と農を

守るというミッションを受けて、事業を進めて
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いるというところであります。

済みません、次のページに入っていただいて、

会社の沿革は、先ほど、社長が、冒頭、話をし

ましたが、2008年以降、グループ化をした以降

ですけれども、さらに食の安全に積極的に取り

組んで、工場においてＩＳＯの9001、22000、そ

れと直近では、佐土原の食品工場と南部工場に

おいては、ＦＳＳＣの22000を取得しているとい

う状況になっております。

会社としましては、資本金は２億8,000万円、

年商が約309億円、従業員は全体で853名という

ことになっております。

以下、４ページ以降は各部門の詳細ですので、

また後ほど、お時間のあるときにお目通しいた

だければというふうに思います。

続きまして、１枚で宮崎くみあいチキンフー

ズ新工場建設という資料があるかと思います。

新工場の建設の経緯から御説明させていただ

きたいというふうに思います。

当社の北部工場及び中部工場は、創業以来、

本県中部以北の鶏肉処理施設拠点として稼働し

ておりましたが、工場の建屋や機械の老朽化と

いうのが大きな課題となっております。

また、将来的に国内の人口減少が進むことに

より、国内市場が頭打ちになることが懸念され

る中、一方、世界では人口の増加や鶏肉の需要

がますます見込まれるということもありまして、

特に経済発展の著しい東アジアへの輸出拡大を

図ることが、宮崎県の鶏肉生産の基盤強化を進

める上で、大変重要なことというふうに考えて

おります。

そのため、今後、輸出をするに当たり、他国

産の鶏肉との差別化や競争力強化が必要となっ

てくると、そこで、国際基準に照らした高度な

処理、衛生レベルの向上が、当社としても喫緊

の課題となっているという状況であります。

このため、新たな処理施設の建設が急務となっ

ておりますが、現行の北部・中部工場では敷地

が狭くて、建てかえ、あるいは増改築というの

ができないような状況にありまして、この２工

場を統合して、新たな土地で衛生レベルの高い

新工場を建設する運びとなったというところで

ございます。

今後の展望としましては、輸出拠点として輸

出相手国の需要や処理、衛生レベルに応じた安

定的な供給体制の構築を図るということ、あと、

都農食肉衛生検査所の指導もいただき、ゾーニ

ングや結露対策、今後、グローバルスタンダー

ドとなる可能性のあるアメリカの処理基準等に

準拠した工場を建設するということで考えてお

ります。

次に、県とみやざき地頭鶏事業協同組合が連

携して進めております宮崎県ブランド「みやざ

き地頭鶏」の輸出に取り組むため、当社が製品

製造を請け負うことで、その一翼を担い、宮崎

県産ブランドの価値向上と宮崎県の経済の活性

化に貢献してまいりたいというふうに考えてお

ります。

また、新工場建設に当たって、北部・中部工

場の現行処理能力が、１日、５万6,000羽ですけ

れども、それを７万4,000羽に増強することに

よって、ブロイラー飼養羽数日本一を誇る宮崎

県生産業のさらなる拡大を図って、本県農業の

発展に貢献してまいりたいというふうに考えて

おります。

なお、新工場完成後には、当社の処理羽数が

現行の3,100万羽から3,600万羽に規模拡大する

ということになっております。

また、新工場は最新式の機械設備を導入して、

コスト削減も図ってまいりますけれども、処理
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規模の拡大もありまして、新規雇用を促進する

ことで、地元経済の発展及び活性化にも貢献し

てまいりたいというふうに考えております。

新工場の概要としましては、場所は宮崎県児

湯郡川南町、農業大学校の北東部に当たります。

敷地面積としては８万7,000平米、建築面積は合

計で１万6,800平米、１階、２階がそれぞれ下の

数字のようになっております。

従業員数としましては、新規雇用者60名を含

めて、420名を現在計画しております。

処理能力は、先ほど申したとおり７万4,000羽

の年間2,087万羽で、概算事業費としては94億円

を計画しております。

補助事業を活用させていただけることになり

まして、28年度の農畜産物輸出拡大施設整備事

業、このうちで18億円強を交付いただけるとい

うことになっております。

輸出計画としましては、完成３年後の平成34

年度に、60トンを現在計画をしております。

工事は10月から開始いたしまして31年の６月

に完成、31年の７月から工場の稼働を目指して、

現在、作業を進めているところでございます。

それと、済みません、もう一枚、こちらの資

料がございますでしょうか。

こちらは、先ほど話した内容がほぼ網羅され

ておりますけれども、若干、足りないところだ

け御説明いたします。

現状につきましては、輸出は先ほどゼロとい

うことで御報告いたしましたけれども、平成23

年度にモミジが75トン、香港に出荷以降、輸出

はありません。

グループとしての取り組みとしましては、香

港に対して外食関係者へのプロモーションです

とか、量販店との商談を現在実施しているとい

うところであります。

事業計画としては、３カ年事業ということで、

初年度が41億8,000万円、２年度が47億1,000万

円、３年度、５億1,000万円の94億円を計画して

いるというところでございます。

拠点整備後の展望としましては、工場完成後

は国内最大規模の鶏肉の輸出拠点が整備できる

ということと、全農グループの拠点やネットワ

ークを活用した鶏肉の商流を構築してまいりま

す。

それと、プロモーション活動の実績を利用し

た鶏肉加工品も含めた戦略的輸出並びに安定的

な供給体制及び高水準な衛生体制の構築という

ことを、全農チキンフーズとともに進めてまい

りたいというふうに思います。

以上です。

○中野委員長 ありがとうございました。

次に、株式会社ミヤチク様にお願いいたしま

す。

○中窪常務取締役 どうもお疲れさまでござい

ます。ミヤチクの中窪と申します。

本当は、もう一人の常務の小山のほうが出席

を予定していたんですけれども、ちょっと体調

不良ということで、申しわけありませんが、欠

席という形になっております。

まず、紹介をさせていただきます。

今、右のほうに座っているのが、牛業務部の

黒原部長でございます。

私の後ろのほうが、今回、ミヤチクの都農工

場を再建するに当たってプロジェクトを立ち上

げたところでございます。そのプロジェクトリ

ーダーということで七日市審査役でございます。

その隣が、牛業務部の、主に輸出担当の業務

に携わっております横部補佐でございます。

それでは、私のほうから、まず会社の概要を

説明させていただきまして、その後に都農工場
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再建整備に係る海外展開の取り組み状況を七日

市審査役のほうで説明させていただきます。よ

ろしくお願いしたいと思います。

では、お手元の会社案内、こちらのほうで、

私のほうで会社の概要を説明させていただきま

す。

まず、めくっていただきまして、経営方針、

事業の取り組み内容でございますけれども、我

が社におきましては、本県畜産の振興、拡大に

寄与することを目的といたしまして、生産者、

農協、経済連を通しての肉牛、肉豚の集荷を主

体にいたしまして、屠畜解体、枝肉の買い入れ、

部分肉の製造販売業務を行っておるところでご

ざいます。

県内外に10の営業所を設けております。関東、

関西、あと福岡、そこら辺の大都市圏、県内は

もちろんなんですけれども、都市に対しまして

安全安心な良質の食肉を安定的に供給すること

を目的といたしておるところでございます。

続きまして、会社の概要でございますけれど

も、資本金につきましては、20億1,427万円とい

うことで、中身につきましては、主な出資先、

株主さんですけれども、農協団体、あと県、農

畜産業振興機構、その辺が主な株主さんとなっ

ているところでございます。

続きまして、次のページでございますけれど

も、製造部門につきましては、高崎工場と、今

回、再建整備いたします都農工場、あと佐土原

の流通加工センター、あと農場につきまして

は、27年度の４月より経済連のほうに移管した

わけでございますけれども、一部、御池農場の

ほうだけ組織に残しているような状況でござい

ます。

まず、高崎工場につきましては、株式会社宮

崎くみあい食肉として発足いたしまして、昭和55

年４月１日に操業を開始したところでございま

す。

処理能力につきましては、申しわけありませ

んけれども、お目通しのほうをお願いしたいと

思います。

そのような中、輸出認定国でございますけれ

ども、アメリカを初めといたしまして、合計７

カ国の認定を取得しているところでございます。

続きまして、都農工場でございますけれども、

都農工場につきましては、株式会社宮崎県畜産

公社として発足いたしまして、昭和47年10月２

日に操業を開始したところでございます。

処理能力につきましては、お目通しのほうを

お願いしたいと思います。

輸出認定国につきましては、香港を初めとい

たしまして、高崎と同様、７カ国の認定を取得

しているところでございます。

あと、加工につきましては、主にハム、ソー

セージ、スライス、肉製品、主にお中元とか、

お歳暮、そこら辺がちょうど、今、繁忙期なん

ですけれども、そこら辺の製品、あと、ネット

販売を主に手がけているところでございます。

あと、めくっていただきまして、最後のペー

ジでございますけれども、本社は高崎町、あと

は高崎工場、都農工場、先ほど申しました宮崎

加工センター、下ほどに、東京営業所を初め、

全部で県内に３営業所、県外に７の営業所で、

合計10営業所で販売展開を実施しているところ

でございます。

加工センターにつきましては、ハム、ソーセ

ージの都農加工センター、あと、1.5次製品と言

いまして、骨とかいろいろ副産物関係を処理す

るところなんですけれども、それが高崎加工セ

ンター、あと、外食の事業が、今、全部で７店

舗で、県外につきましては大阪と博多にレスト
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ランを設けて、県内に５カ所でレストラン運営

を事業展開しているところでございます。

ちなみに、28年度の総売上高につきまして

は547億円で、豚の処理頭数につきましては、そ

れはちょっと書いていないんですけれども37

万726頭、牛につきましては、２万6,882頭を処

理させていただいたところでございます。

以上で、ちょっと簡単ですけれども、私のほ

うの会社概要の説明を終わらせていただきます。

続きまして、都農工場の再建整備に係る説明

を七日市が説明いたします。よろしくお願いい

たします。

○七日市審査役 都農工場の施設整備概要につ

いて説明させていただきます。

お手元にカラー刷りの２枚の紙があると思い

ますけれども、そちらのほうに沿って説明させ

ていただきます。

今回、都農工場の施設整備ということで、目

的としましては本県畜産業の高齢化、後継者不

足や、配合飼料、生産資材等の高どまりにより

厳しい経営が強いられている中で、攻めの農業

を展開するための鍵となる大変重要な位置にあ

り、本県の畜産が中長期に発展していくために

は、生産基盤を強固にしていくことと同時に、

安全性の高い高品質な食肉を消費者に届けるこ

とが極めて重要であり、さらに台北・ＥＵを初

めとする海外への輸出展開を強化し、宮崎ブラ

ンドの確立を図る経営の活性化を担う産地食肉

センターの機能を最大限に発揮するため、国内

最新鋭の衛生管理施設を整備し、生産から流通

・販売にまでわたる攻めの農業の実現に向けた

輸出事業の拡大を図っていくということを目的

として取り組んできました。

施設の内容としましては、設置場所としまし

て、ミヤチク都農工場、児湯郡都農町、現在、

都農工場がある敷地内に建設予定です。

処理能力としましては、屠畜処理としまして、

牛が１日60頭、豚、１日820頭、部分肉処理とし

まして、牛、１日40頭、豚、１日750頭の処理能

力と計画しております。

施設概要としましては、牛・豚処理施設の構

成等を含む３階建て、建築面積１万4,084平米で、

１階の部分に牛・豚処理加工施設、２階に従業

員の更衣室、控室、資材室、３階を工場事務所

等と関係機関の事務所を用いた施設としており

ます。

お手元の資料にいきますけれども、現状とし

まして27年度実績でお話させていただきますが、

都農工場で、牛、１万3,000頭、豚、17万1,000

頭、計18万4,000頭の処理をしております。

輸出実績は、都農工場で、牛肉、75.8トン、

主な輸出先としては、アメリカ、27トン、香港、24

トンとなっております。豚については、現在、

海外で実績がありません。

輸出拡大に向けて直面している課題としまし

て、牛肉についてはアメリカ・香港等に高い輸

出実績があり、今後もＥＵについても輸出拡大

するために、ＥＵ向けの施設認定を取得するた

め、施設整備が必要となっております。

豚肉については、豚肉の輸出を行うための輸

出対応施設の整備が必要である。宮崎牛や宮崎

ブランドポークの銘柄の食肉のさらなる販路拡

大や部位拡大等も課題となっております。

この課題に向けた取り組みとしまして、輸出

対応型の牛肉処理施設と輸出対応型の豚肉処理

施設を目指して取り組んでおります。

拠点整備後の展開としましては、国内では先

陣を切って輸出を開始しまして、牛肉の輸出の

パイオニアとして、牛肉・豚肉の双方の輸出施

設の整備をすることによって、国内最大規模の
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輸出能力を拡大していく。

アメリカにつきましては、宮崎県産牛肉、日

本の４割程度を輸出しております。ミヤチクか

らの販路に加えて、あと全農グループや大手食

肉事業者との連携による多様なチャンネルを駆

使して、輸出拡大を進めていきたいと考えてお

ります。

さらに、輸出解禁国が追加があれば、即座に

対応もしていきたいと思っております。

あと、その中で、すき焼きなどの和食文化の

普及拡大や、日系の外食店への牛肉・豚肉のセッ

ト販売等の相手国に応じた販売戦略を駆使しな

がら取り組んでいきたいと思っております。

牛肉・豚肉の輸出量につきましては、平成27

年度、75.8トンを、平成33年度で牛肉・豚肉合

計で100トン、32％増を計画しております。

輸出拡大に向けた戦略としましては、対ＥＵ

に向けた、ＨＡＣＣＰ、動物屠畜対応型施設を

整備し、ＥＵへの輸出拡大を初め、アメリカ、

東アジア等に対する輸出効果を図っていきます。

また、多様な輸出関連会社と連携しながら、

現地シェフを対象としたカットセミナーの強化、

また、自社レストランのシェフを派遣した日系

外食チェーンでのカットやメニュー開発、サー

ビス面での総合的な技術伝導の強化や和食文化

のさらなる拡大を行いながら、確かな品質、もっ

と豊富なロットに加えて、厳しい衛生基準をク

リアした安全安心を武器に販路拡大を図ってい

きたいと考えております。

次のページが、先ほど、最初でお話ししまし

たけれども、ミヤチク都農工場の新築工場の完

成イメージということで外観図と、現在、都農

工場がありますけれども、それの既存の駐車場

のところを整備しまして、新工場の建設を予定

しております。

説明は以上になります。

○中野委員長 ありがとうございました。

補足で何か説明等ありませんか。よろしいで

すか。

では、ここからは御説明いただいた事項につ

いて、質疑や本県企業の海外展開等に関する自

由な意見交換をさせていただきたいと思います。

委員の皆様から、お伺いしたいことがあれば

お願いしたいと思います。

また、御出席の皆様から忌憚のない御意見等

をいただきたいと存じますので、よろしくお願

いいたします。

午後２時20分をめどに意見交換をしたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。

まず、委員の皆さんから。

○二見委員 きょうは、お時間をつくっていた

だきましてありがとうございます。

午前中に、ちょっと海外への、本県の品目と

か、金額ベース、数量等についてのデータ等を

いただいたところだったんですけれども、まず

最初に、宮崎牛肉についてちょっとお伺いした

いんですが、御説明いただいた中で、経済連さ

んのほうでも、牛肉は高級部位を中心として、

そういう飲食店関係にブランディングをつくっ

ていっているというようなことだったんですが、

牛１頭から出るロースとかヒレとか、そういっ

た部分は、もちろん高級部位として入れるんで

しょうけれども、残りのほかの部分、そういっ

たところ、今、どのようになっているのかなと

思いまして。もちろん国内で消費するときには、

モモとかいろんな部位全部、モツから何から販

売、消費しているわけなんですけれども、そう

いったところを、例えば、高級部位は高級部位

で、今、Ｂ級品というわけじゃないですけれど

も、他の部位については何か別の販売戦略とか、
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何かこういうのを取り組んでいらっしゃるのか

なと、ちょっとわからなかったものですから、

そこ辺をお聞きしたいんですが、何か、きょう、

今からわかりますか。

○中窪常務取締役 海外用に高級部位、ロース、

ヒレがもう主流となっているのは現状でござい

ます。

あと、残りの部位につきましては、やっぱり

先ほど申しましたように、県内が20の営業所が

ございます。これで営業所に送って、営業マン

が２トントラックに積んで、各スーパーさん、

焼肉屋さん、卸業者にも回りますけれども、そ

こで全部販売しているような内容でございます。

○二見委員 宮崎牛というブランドをどう展開

していくのかということなのかなと思うんです。

もちろん、すばらしい高級店の鉄板焼きとかで

出てくる肉もあれば、もう少し層の低いところ

にも届く宮崎牛というのもあるのかなというの

を、海外展開というのは、今の段階ではまだ考

えていらっしゃらないところなんですか。

やっぱり、例えば、価格がある程度高くない

と、やはり輸出という輸送コストをかけてやる

分ですから、そこ辺の課題等もあるんだろうな

とも思うんですけれども、そういう、今、御説

明いただいたところが現状というところなんで

すね。

○中窪常務取締役 皆さん御存じのように、牛、

非常に相場が高うございます。そういった中で、

カット肉で利益をとるのは、今の現状は非常に

もう至難のわざでございます。

そういった中で、輸出は国内で販売するより

かも、若干、利益幅はあるんですけれども、そ

ういった中で、残った部位を営業所なんかで販

売するわけでございますが、正直言いまして、

今、生産者の方が上物の率が非常に高うござい

ます。４等級、５等級が、共励会なんかでもう

ほぼ100％ぐらいの比率を占めているわけでござ

いますけれども、我々、販売からすれば、やっ

ぱり２等級、３等級が多いほうが利益はとりや

すいんですが、そこもやっぱり２等級、３等級

をつくっても生産者の方は利益がとれないとい

うことで、私たち販売する者としては、やっぱ

り上物、ここら辺のものを取り扱っていただく

店舗を、常日ごろ、営業マンには新規開拓しな

さいということで、今、取り組んでいるところ

でございます。

○二見委員 ありがとうございます。

○渡辺委員 まず最初に、ミヤチクさんにちょっ

と数字の整理をさせていただきたいんですが、

ミヤチクの２つの工場を合わせた話でも結構で

すし、都農の新しい工場のお話でも結構です。

現状で輸出実績が75.8トンあって、平成33年に

はそれを100トンにもっていくというお話があり

ますけれども、国内も含めて、販売できている

額という形か、処理という言い方が正しいのか

わかりませんけれども、総生産量というか、全

てでどのぐらいあるうちの海外に出す比重がど

のくらいかということを知りたいんですが、こ

の75.8トンに対比する現状での生産総量みたい

なものというのは何トンというイメージでお示

しいただけることはできますでしょうか。

○中窪常務取締役 正確な数字は、私もちょっ

と把握していなくて申しわけないんですけれど

も、28年度の輸出実績を見た中では、全体の売

り上げの２％ぐらいは輸出の売上金額でござい

ます。

○渡辺委員 今、現状としては２％ぐらいであ

ると。これが100トンに仮に上がったとしても、

数字の動き方は１％とか、1.5％という範疇かと

思います。人口減少を日本が迎えていく中で、
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先ほど経済連の御説明にもあったように、きち

んと新たな市場を確保していくということの上

で、現段階では投資の段階というところだろう

というふうに思うんですが、平成33年までとい

う短期の目標の中ではなくて、もう少し長いス

パンで見ていったときに、例えば、ミヤチクさ

んであったり、もしくは経済連さんのほうと一

緒かもしれませんが、どのぐらいの入りの段階

で、例えば、宮崎県から出していく牛であった

り、豚であったりのどの程度の量が海外の市場

でさばけるようになれば、人口減少を見越した

上で、宮崎の生産者の皆さん、そして流通にか

かわる皆さんのところで、ある意味、産業とし

て維持していくために、有効な武器になってい

くというふうに判断し得るのは、どのぐらいの

時期を見据えていて、かつ量として、明確な数

字は難しいと思うんですが、どういうイメージ

になっていくことで、海外戦略をやっていく意

義が出てくるというふうに、今の時点でお考え

になっているのかというのを、ちょっと教えて

いただければというふうに思うんですが。

○中窪常務取締役 ちょっと難しい質問で、答

えになるかはわからないんですけれども、今回、

都農工場を再建整備するに当たって、ＥＵの認

定を取得する考えでございます。

これは、ＥＵを主体に輸出をふやしていくと

いうわけでもないんですけれども、やっぱり今

までどおりアメリカ・香港、ＥＵを含めた中で、

全体的な取り扱い量をふやしていくということ

で、ＥＵの施設はやっぱり国内の衛生レベルで

はもう最高のレベルでございます。衛生管理の

行き届いた認定を取るということで、やっぱり

そこの海外輸出も同時にふやしていくわけでご

ざいますけれども、そういった中で、国内の生

産頭数が右上がりに伸びていくわけではござい

ません。

そういった中で、輸出を最終的には、私の個

人の意見ではやっぱり国内を中心として販売を

やっていきたいというのが、我が社の考えなん

ですが、そういった中でやっぱり輸出もふやし

ていきたいということで、将来的には全体の売

り上げの１割ぐらいをもっていければ、ここ最

近を見通した中での目標なんですけれども。

申しわけありませんけれども、先の目標まで

ちょっとまだ把握していないのが現状でござい

ます。

○渡辺委員 ありがとうございました。イメー

ジすることがよくできました。

その上で、くみあいチキンフーズさんのほう

にもお伺いをしたいんですが、質問の趣旨とし

ては、ある種、同じところなんですけれども、

今回の新工場をつくられることで、より本格的

な海外への輸出に取り組まれるということだと

思うんですが、東アジア、東南アジアまで含め

た市場のいろんな可能性も含めての御検討だと

いうふうに思うんですが、平成34年までの目標

値というのは、ここ、いただいているところで

すが、同じように今から投資をしていって、ど

のぐらいの段階のときに、どういう戦略を持っ

て、どのぐらいの会社の中でのシェアを占めら

れるようになれば、輸出戦略に取り組んできた

ことが、結果的にきちんと会社をより強いもの

にし、生産者の皆さんのところにも利益を直結

していけるというふうにお考えなのか、なかな

か漠然とした質問でお答えづらいというのはわ

かるんですけれども、その辺をお伺いできれば

と思います。

○遠藤常務取締役 先ほども御説明しましたよ

うに、現時点で我々の輸出がゼロということで、

当面の目標として、みやざき地頭鶏事業協同組
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合さんも含めて60トンという数字を上げており

ますけれども、鶏肉が輸出できる国が、現在、

香港とベトナムとカンボジアの３カ国だけに限

られていますので、ここの窓口を広げてもらえ

るようなことを、業界挙げて、今、国に対して

要請しております。その間口が広がるのは、ど

ういうふうに広がるかちょっと現時点でわから

ないのもあって、明確に５年後、10年後がさら

に100トン、200トンというような数字を現時点

ではちょっと申し上げられないんですけれども、

ゼロから始めて、まずきっかけをつくりながら、

順次拡大をしていきたいというふうに思ってお

ります。

具体的な戦略等については、若干、全農チキ

ンフーズのほうから説明させていただいてよろ

しいですか。

○泉副部長 全農チキンフーズの泉です。よろ

しくお願いします。

今、５年後、10年後の展望ということでお話

をいただきまして、今、遠藤常務がお話になら

れたとおりなんですけれども、先ほどのＡ４の

横型の資料のところで、ちょっと補足の意味も

含めまして御説明したいと思います。

現時点、現状値でゼロトンということで、当

然、国も３カ国ということでこれからスタート

するところなんですけれども、どのようなこと

をやっているかというのをちょっと説明させて

いただきたいと思います。

まず、右下のところ、拠点整備後の展望とい

うところに丸が４つついていまして、２番目の

ところの「食肉輸出経験豊富な全農グループの

拠点やネットワークの活用」ということでござ

います。

これは、ことしから全農のインターナショナ

ルという新しい会社ができまして、全農ミート

フーズにあった輸出部門がそっくり行って、そ

れプラスで補強されている会社なんですが、そ

ことも業務提携を結びまして、まず鶏肉のとこ

ろで、私も実は３月まで全農ミートフーズにい

たもんですから、よく知っている仲間なんです

けれども、そこの顔の面識だけじゃなくて、き

ちんと業務委託契約を結んでチキンを拡大して

いくということで、６月から締結させて進めさ

せていただいております。

今、香港にあります、そこの現地法人と協力

しまして、今、進めているのが現地の量販店、

これはちょっと名前は出せないですけれども、

大手量販店でございます。それと、日本にあり

ます大手量販店さんの現地法人、それと、日本

にもあります通販業者、ここのところと具体的

に商談を進めて、６月に１度、サンプルの輸出

をさせていただいているというような形で拡大

をしていこうということになっております。

その表の中で、一番左の上のほうに、実は鶏

肉製品の例ということで、左側に、いわゆる２

キログラムの真空パック、それと横にそれが入っ

ているダンボールが書いてあるんですけれども、

実は国内流通の鶏肉の流通というのは、ほとん

どこういう形で流通しています。

ですから、２キロの袋ということで、今のと

ころ香港には凍結物、フローズンにした荷姿で

持っていこうと思っていますので、それを持っ

ていったときに、逆に向こうのほうで、どうやっ

て末端消費者に販売させるかというので非常に

困っていると、日本のように食肉卸業者さんが

たくさんあって、すぐスライスして店頭に並ぶ

だとか、量販店にもバックヤードがきちんと整

備されているとかっていう状況じゃないもんで

すから、逆に、新しい平成31年の新工場では、

コンシューマーのパックをつくろうと思ってい
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ます。

２年後ですので、今、それの練習段階としま

して、先ほどの北部工場のほうにデモ機を入れ

まして、ここで、いわゆるコンシューマーのパッ

ク、すぐ量販店の棚に並べられるようなパック

をつくって輸出するというトライアルをしてい

ます。

それと、自主的な取り組みとしまして、外食

関係のプロモーションですとか、量販店との商

談会とかあるんですけれども、８月に量販店を

中心とした香港のトレードショーのほうに全農

がブースを出展しますので、そこに宮崎の鶏肉

をサンプルとしてきちんと並べさせていただい

て拡販をしてくるということと、あと９月に、

レストラン＆バーというショーがありますので、

そこにはうちの香港のエージェントであります

卸業者があるんですけれども、そこのブースを

お借りしまして、宮崎県産の鶏肉を並べて販促

をするというような段取りで進めています。

ちょっと答えにはなっていかないかもしれま

せんけれども、補足ということで説明させてい

ただきました。ありがとうございます。

○宮原委員 ミヤチクさんでそれぞれ輸出国あ

りますよね、この輸出国、例えば、マカオなら

マカオに輸出したときに、向こうで宮崎牛の、

例えば代理店みたいなのがあって、そこにその

ままぽんって輸出っていう形になるんですか。

直接いろいろなところに卸して回るわけじゃな

いんでしょうけれども、どういう形になってい

るのかなと。

○横部課長補佐 ミヤチクの横部です。よろし

くお願いします。

うちの輸出につきましては、国別に取引先が

あらかた固まっておりまして、それぞれが日本

に本社を持っていて、海外に支社があるとか、

あるいは逆のパターン、そういうところにもの

を出しておりまして、基本的にその卸業、ディ

ストリビュートしながら、あるいは自社で経営

されている外食店でも使っていくというような

ことを各国で展開をしていただいています。

○宮原委員 ということは、新しくそこの国で

宮崎牛の取引をしたいといった場合は、そこの

代理店みたいなところが卸してくれなければ、

広がりはないということですよね。

○横部課長補佐 ある程度固まっているんです

けれども、総代理店契約のようなものを結んで

いるわけではございませんので、ですから、国

別に、例えば、今年度、取引先が２つ、３つふ

えていったり、あるいは逆に減っていったりと

いうことはあり得ます。

○宮原委員 なぜこういうことを言ったかとい

うと、マカオに行ったときに、日系の方でそう

いった肉とかを取引している方と意見交換をし

たんです。

そうしたら、残念なことに宮崎牛を取引した

いんだけれども、宮崎牛をもらえないと言われ

たんです。もらえないので、熊本のを入れてい

ると言われたんです。

もったいないことだなあというふうに思った

んだけれども、もうある一定のたくさんの量が

そこにということであれば、そこがもう、うち

のほうは手を引きますと言われたら、今度は困

ることになるので、そのあたりが、広げるに当

たっては代理店さんか、そういうところにしか

もう流れていかないのか、そうすると、宮崎牛

がこっち側から輸出をしても、そこが非常に値

段を操作ができてしまうのかなという気もする

もんですから、こちらは損はしないんでしょう

けれども、安く入れて、向こうの方々はそれを

高くそれぞれのところに売るということもでき
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ますよね。

だから、そういった部分で広がりというのが

果たしてどうなのかなって、そのときにマカオ

で感じたものですから。

宮崎のを入れたいんだけれども、残念ながら

うちにはもらえないと言われたんです。だから、

それはちょっと残念だなというふうに思ったも

んですから。済みません、そういうことでした。

○後藤委員 経済連さんにちょっとお聞きした

い。考え方というか確認なんですが、今回のペ

ーパーでお示しいただいている「あるべき方向」

の中で、やはり畜産というのはこの宮崎、長い

歴史、伝統、技術につくられた一つのブランディ

ングでありますよね。

青果物は、はっきり量ということでうたわれ

ていますが、九州農水産物直販株式会社、これ

は当然、ＪＡ宮崎経済連さんも出資が一番のは

ずですが、やはりオール九州という考え方、畜

産とは違って、青果物については、やはり輸出

効率、輸送がありますけれども、ここはやはり

セグメントとして考えるべきじゃないかと、ずっ

と思っていたんですが、きょう、はっきりペー

パーでお示しされているもんですから、この九

州農水産物直販との今後の連携というか、そこ

はどう図られていくのかなと思いまして、お聞

きしたいんですが。

○沼田課長補佐 御案内のとおり、昨年、九州

農水産物直販のほうに出資をいたしまして、私

ども、出向も含めて今やっている状態にはなっ

ているんですけれども、あくまでも１つの取引

先として、輸出の手段先として、九州農水産物

直販については見ています。

実際のところ、私どものほうの青果物の取り

扱い高の約２割ぐらいが、九州農水産物直販に

行っているという状態で、それ以外のところの

取引先もあるんですけれども、そこは何が魅力

的なのかというと、その先にある、御存じのと

おりの香港デイリーファーム社というところ、

東南アジアも含めて非常に大きな流通網と小売

網を持っているところに対する輸出の手段とし

ては、そちらのほうが１つ有効だなというとこ

ろではあります。

ただ、そこには、やはり先ほど後藤委員がおっ

しゃられましたとおり、オールジャパン、オー

ル九州でなければ効率性のところがついてこな

いので、なかなか輸出が伸びないというところ

がございますので、そこもしかりです。

あとは、ほかのところについても、オールジャ

パンの中でやる取引のところもございますし、

やはりこれまでの活動の中で、さまざまなネッ

トワークを私ども持っていますので、その中で

オールジャパン、オール九州というところを見

越した、どの輸出手段、物流、商流が効率的な

のかというところは、私どものほう、具体的に

持っておりまして、そこに戦略を持ってやって

いるところでございます。

○後藤委員 わかりました。

○星原委員 教えてほしいんですが、今、外国

に向けてという戦略の中で、いろんな課題がいっ

ぱいあって、ミヤチクさんでいけば、都農工場

もこのＥＵ向けとかいろんな形、牛肉・豚肉の

その施設整備が一番の課題だとうたっていると

ころもありますし、今後の課題解決に向けて、

そういう処理施設が重要ということで今回取り

組まれるんですが、この処理施設は処理施設と

して、それ以外の今まで取引の中でいろんな課

題があるんじゃないかなと。

販路を開拓していく上での課題というのは、

どういったところを今後このようにしていかな

いととか、皆さん方だけで解決できる問題なの
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か、宮崎県とか行政のほうでも、こういうこと

の部分があると、我々がまだ入っていきやすい

とか、何かそういう外国に向けての取り組みの

中で、課題とか、そういったものは感じている

ことは何かないんですか。

○横部課長補佐 今、牛肉輸出の中で課題と感

じておりますのが、二見委員からも先ほど御指

摘をいただいたところだったんですけれども、

ほぼロースだと、輸出の重量は28年で165トンば

かりなんですけれども、これ、頭数ベースに換

算すると、約3,000頭ほどになります。

ですから、処理頭数の10％程度の頭数にはなっ

ていると。ただ、どうしてもその現地のシェフ

自体が金太郎飴のようになっていないと、なか

なか肉の使いようがわからないというところが

あって、細かい筋肉の流れをどういうふうに分

割するかということの知識がないもんですから、

そういったところを、弊社もアメリカに同行営

業したりとかしながらつなぎはするんですけれ

ども、なかなか１日、２日ではそれが伝え切れ

なくてという部分で苦戦をしているところはあ

ります。

ですから、そういったところの情報とか、技

術が、もう少し海外でも浸透してくればいいな

というところが１つです。

それと、先ほど中窪のほうからありましたと

おり、アメリカ向けの輸出量の、日本から行っ

ている200トンのうちの約40％は、ミヤチクの工

場で処理したものが28年度までは行っておった

ということがあるんですけれども、例のセーフ

ガードではないですが、200トンの日本からアメ

リカへ行く枠がありますので、それが今年度は

６月の半ばでもう200トンを超えてしまったとい

うところがありますから、一番の売り先になか

なか思うように量が出せないと、関税が26％ま

でかかってくるっていうことになったときに、

やっぱり取引先はちょっと尻込みをしてしまう

というところがありますので、こういったとこ

ろが課題かなというふうに思います。

○星原委員 それと、宮崎県だけじゃなくて、

海外向けにどこの県も、多分、いろいろ売り込

みをやっていると思うんです。

そうしたときに、国内でも競争しているわけ

ですが、外国でも競争になったときに、価格競

争になってしまったら利益が出てこないという

ふうに思うんです。

だから質とかそういったものをグレードアッ

プして、ほかの国、あるいは国内の競争に勝つ

ための方法ですよね、そういったものをしてい

くのがいいのか、各県、それとも、日本全体で

どことやるのに、どれだけ宮崎県は供給して、

外国の国々の価格競争をしたほうがいいのか、

その辺がやっぱり今後、出てくるんじゃないか

なというふうに思うんです。

ミヤチクさんの場合、全農との関連もあるわ

けで、そういう場合になったときには、ちゃん

とそういう宮崎県の畜産農家の、要するに所得

がふえないと、農業をやる人たちが、若い人た

ちが出てくるためには、やっぱり所得も安定し

た所得にならんといかんと思うんです。

だから、そのためには、やっぱり外国でも価

格競争をしちゃったら、本当の意味の競争にな

るのかなと。安全安心な日本の牛肉でも豚肉で

も鶏肉でも何でもそうなんですが、そういう流

れの中で、やっぱりその評価の高い、付加価値

を上げていかないと、価格競争だけしたって意

味がないような、まして国内の他県とのそうい

うのになるんじゃなくて、日本のものはこうな

んでこうという形、どっちがいいのか、個々の

やり方で対応していったほうがメリットが出る
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のか、どっちが出るようなふうに考えたらいい

んでしょうか。

○黒原部長 ミヤチクの黒原です。

今、星原委員のほうから言われたオールジャ

パンで行くべきなのか、それは以前もそういう

話がある中で、ドイツとかミラノの万博等も宮

崎牛として出してもらったんです。ＥＵについ

て、今現在、結構、神戸牛とか、そういうのが

やっぱり一番浸透している中で、うちの場合は

今までの都農工場再建の話の中で、今までアメ

リカ・香港とかやっていたんですけれども、全

国的にも輸出認定工場というのが、平成２年の

３カ所から、今、十何カ所あるんですかね、そ

ういう中で、アメリカ・香港について言えば、

どこの企業も輸出量等も伸びてきている中で、

今後はＥＵ等に向けて量をふやしていくと。そ

ういう中で、やはりオールジャパンなのか、オ

ール九州なのか、宮崎牛というような中で、ど

ちらがということではなくて、星原委員が言わ

れるように、やっぱり農家所得とかいろいろ考

えたときは、宮崎牛というので打ち出していっ

たほうが農家の所得等も一番ふえます。

また、今、横部からもありましたように、ア

メリカについては約４割がもう宮崎牛というよ

うな、アメリカの方と話すと、やっぱり宮崎牛

が一番知名度があるとか、そういうこともある

中で、私たちも新たな取引先とかもあるんです

けれども、平成２年に輸出が始まり、最初から

のパートナーも大事にしながらというような中

でいくと、なかなか国内と一緒で競合する部分

が出てきます。なので、最初のうちはそういう

のも守りながらやっていたんですけれども、先

ほど言われたように輸出の数量等についても、

そういうパートナーだけを守っていても、やっ

ぱり量もふえません。

だから日本も競争でやる以上は、海外も多少

競争してもらいながら、やはりその付加価値を

つける業者に今後出していって、先ほど言われ

るように農家所得、そういうのを上げていく中

で、やはりミヤチクとすれば、宮崎牛というの

で推していきたいというのが今後の考えです。

○星原委員 それと、逆に日本はどちらかとい

うと家庭で食事する機会が多いんですが、外国

はどっちかというと外食なんですよね。

そうすると、ここにあるように、それぞれの

国に、ミヤチクならミヤチクのこういう店舗を

展開していって、要するに地域の中で食べたこ

とで、長い時間がかかるかもしれんけれども、

やっぱりそれぞれの国なり、それぞれのその国

の中の何カ所かにやっぱりこういうことを、ミ

ヤチクさんがやらんでも、ミヤチクさんとそう

いうことをやりたいという、外国で商売したい

という人がおればそういう人と組んでとか、そ

うやって宮崎牛の食べてもらう拠点をつくって

いくのも１つの方法かなというふうに思うんで

す。そういう売り込みもあってもいいのかなと

いうふうに思うんですが、そういう考えという

のはどういうふうに、要するに、香港でも台湾

でも韓国でも、どこでもいいんですけれども、

やりたいという人がおれば、そういう人にやっ

ていける形のものでやっていくか、こういう自

分のところの直営店でこうやるやり方とかいろ

いろ方法あると思うんですが、そういう売り込

みも１つ、外国の場合は必要じゃないかなとあ

る部分は思うんですが、そういう考えはないも

んなんですか。

○横部課長補佐 海外での展開につきましては、

今、我々の末端の納品者、卸し先なんですけれ

ども、ほぼ高級外食店が占めておりまして、そ

ういった中ではそういったところの料理長から
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宮崎をという御指定をいただく形で、メニュー

にも確かに宮崎と書いていただいているという

ところが結構多くなってございます。

ですから、おっしゃられたように海外に店舗

をつくってということになると、恐らく非常に

コストがかかるんじゃないのかなと思うんです

けれども、そういったところを、今、我々の直

接の取引先が、また、納品先に協力をしていた

だき、宮崎牛が何たるかということを伝えても

らいながら、成りかわってやっていただくよう

な形になってきつつあるのかなというふうに思

います。

○星原委員 そこで、今回、台湾が輸出解禁に

なる方向になってきていますから、もう以前か

ら焼肉をやっている仲間が台湾で商売したいと、

早く台湾がそういう解禁になってくれればいい

んだけれどもという話があったもんですから、

今回そういうことになってくれば、そういう方

々がいればそういうのと組んでいって、今、い

ろんなものをやっぱりチェーン店化というか、

多くの店がやることで、運ぶ運賃の経費だった

りいろんなものが出てきますよね、量がまとまっ

てくると。

そうすると、やっぱりそれぞれそういうのを

まとめていかないと、販路の開拓もどっかの処

理会社に委託していれば、先ほど誰かも言いま

したが、ルート開拓してくれない限りは、何と

なくお任せみたいになりますよね。

だから、そうではなくていろんなチャンネル

を使いながら、そういうことで宮崎牛なら宮崎

牛、宮崎豚なら豚、鶏なら鶏というものをブラ

ンド化していくためには、ある程度、そういう

ところの展開というのも、やっぱり、今後、考

えるべきじゃないかなというふうに思っている

んです。ぜひ何かそういう知恵を出してほしい

なというふうに思うんですが、よろしくお願い

しておきます。

○二見委員 ちょっとお聞きしたいんですけれ

ども、今度、都農の工場にしても、川南のこの

処理場にしても、新しくつくられるということ

なんですが、インフラ整備というと、やっぱり

お金の投資の大きいものでありますよね。

ただ、もちろん、それで生産能力とか、効率

とかが上がるのも非常に大事なことだと思うん

ですが、例えば、この前、ちょっと西都のほう

の冷凍工場のほうも見てきたんですけれども、

今現在の段階で、稼働していない時間というの

もやっぱりあったりするんですよね。

そこでもし動かすことができれば、もうちょっ

と生産量はふやすことができるんだよなとか、

実はちょっと食鳥処理のほうで、生体検査です

かね、この時間が限られているので、もうちょっ

とここの時間が長くなれば、もっと効率よく生

産できるんだけれどなというようなことも

ちょっと聞いたことがあるんです。今までの鶏

の処理数とか出ていましたけれども、何かそう

いう生産現場から、もう少しこういうところが

変わってくれば、もっと効率よく生産できるん

だけれどなというところがあれば、何か教えて

いただきたいと思うんですが、特にないですか。

○遠藤常務取締役 今、二見委員が言われたと

おり、食鳥処理の場合は検査制度がございまし

て、先生が一羽一羽、全部、生鳥と屠体を見る

ということで、この先生の勤務時間によって工

場の稼働が、ある程度、制約があるという現実

がありますので、そこはもう少し時間帯を延ば

してもらう、あるいは稼働日数の対応をしても

らうということがあれば、稼働自体は上げれる

のかなというふうに思います。

ただ一方で、それに伴って、当然、生産と、
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あと従業員の雇用という２つの問題もあって、

なかなか１つだけうまくいけば全部合理的にい

くかということでもなくて、この２つをどうい

うふうにそろえていくかと、生産と処理と検査

と、この３つをどういうふうにそろえていくか

というのが問題かなというふうには思っていま

す。

今回、新しく工場をつくることで、生産性は

ぐっと上がりますので、まずはそれに合わせて

生産基盤のほうも、幸い当社グループの中では、

生産者の中でも若手の生産者を中心に増頭意欲

もありますし、我々も直営の農場を建設するよ

うなことを今進めていますので、生産と処理あ

るいは検査がまた一体となって、合理的になる

ようにしたいというふうには思っていますけれ

ども、そのうちの１つの要素が、検査制度の対

応というのはやはりついて回るというふうには

思っています。

○二見委員 ありがとうございます。

○図師委員 経済連にお伺いしたいんですが、

香港事務所の方との意見交換を香港のほうでさ

せてもらったこともあるんですけれども、その

とき出たのが、県事務所との連携がとりにくい

と申しますか、やはり県は県で販路開拓をしな

きゃいけないというような使命感もあるもんで

すから、ただ、経済連との連携は必然だと思う

んですが、現場がなかなか機能していないとい

う話も聞いたんですが、最近はそのあたりは改

善されているんでしょうか。

○沼田課長補佐 図師委員のほうが来てくだ

さったときには、私が香港にちょうどいたころ

だったと思いますけれども、それから昨年の７

月に、県の事務所のほうと、今、一緒になって、

販路開拓も含めて、フェアも含めて、今、連携

してやっているところでございます。

じゃあ、その宮崎県のほうの動きと、私ども

のほうの動きがミスマッチにあるのかどうかと

いうところについては、これ、考え方によると

思うんですけれども、私ども、ＪＡグループに

ついては食のインフラ企業的なところで、どう

しても大量に集めたものを大量に販売していか

なきゃいけないというところであって、効率性

を求めていくところがございます。

ただ、やはり宮崎県のほうとしては、中小企

業様も含めて、輸出に対して非常に意欲のある

方、少ない量でも持っていって、あちらのほう

でブランディングを持って、ステータスを持っ

ていきたい方、そういう方も広く救っていかな

きゃいけないというところがあって、必ずしも

両者の思いがマッチングしないところが今まで

あったんだろうなと。

ただ、やはり役割分担というところで、これ

からについても、一緒にできるところについて

は効率的にやっていければいいなと思いますの

で、そこについては、今は問題ないかというふ

うに思います。

○図師委員 沼田さんが言われたというわけで

はなくて、そのときの職員の方が、もう我々に

任せてくれと、もう農業関係、その販路開拓も

含めて、商社との取引の交渉に関しても、我々

のほうがプロフェッショナルなんだから、県は

サポート役に徹してほしいというようなことを

ほかの方が言われておって、ただ、県は県で、

やはり独自の活動もしたいというのもあったん

ですが、今の話を聞けば、以前のような小競り

合いというような関係ではなく、ある程度の連

携がとれているんだろうなという理解はいたし

たところです。

あと、視点を変えてもう一つ。

今後、東南アジア、アジアへの進出がどんど
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ん広がっていくのにあわせて、登録商標の問題

も出てこようかと思うんですが、そのあたりの

対策はどう講じられていますか。

○沼田課長補佐 現在のところ、登録商標につ

いては、青果物の部分については行っておりま

せん。

東南アジアの展開というところについては、

今、考えられるところがハラール以外のところ

でいくと、やはりシンガポールとマレーシアと、

あとはタイということになるんですけれども、

それ以外の国について、東アジアもそうなんで

すが、どうしても食べ物が、国策、政策の交渉

事に使われるというところで、あとは東南アジ

アの地域についても、自国で日本の技術をもっ

て生産量をふやして、自国で輸出を高めようと

いう中では、日本のものが行きづらい状況になっ

ております。

そういう中で、私どもが何ができるかとなる

と、ＪＡグループの中では、やはり装置産業と

して、今、来ている２社も含めて、私どもほか

も農協果汁、冷凍工場も持っていますので、そ

こについて持っている品物を、いかにこちらの

ほうで価値をとどめて、向こうのほうに半製品

的に持っていくかというところを優先すべきと

思っていますので、まだそこについては行き着

いているところではございません。

○図師委員 先ほどの話にもありましたがブラ

ンディング力を持ってという話、これを進めれ

ば進めるほど、やはり商標の問題もあわせて出

てくるかと思いますし、御存じのとおり上海の

視察に入ったときに、福岡の「あまおう」がも

ういいようにやられておって、量販店の外で、

もう屋台の中で「あまおう」ならぬ「あまあう」

とか、「あま何とか」というのが、もう10分の１

ぐらいの値段でどんどん出されておる、そうい

うことが宮崎の県産品にないように、対策を早

目に講じられるといいなと思います。

最後に１つ、ミヤチクさんのほうにお伺いし

たいんですが、輸出の対象国といいますか、輸

出認定国の中にベトナムも入っておられるんで

すが、今後、我々、海外視察でベトナムに入る

予定もあるもんですから、実際、どういうとこ

ろに卸されているか、流されているのかをちょっ

と教えていただきたい。

○横部課長補佐 実際、ベトナム向けの認定は

取得しているんですけれども、実績は今のとこ

ろありません。

○図師委員 わかりました。いいです。

○中野委員長 いいの、これで。

○図師委員 実績が今あれば、そこの視察を考

えてもいいのかなと思ったんですが、ないとい

うことですので。

○中野委員長 じゃあ、関連です、私から。

チキンフーズさんにお聞きしたいと思うんで

すが、今、図師委員からも質問があったんです

けれども、輸出拡大を図るために、将来の目標

としてはわずか２トンですけれども、ベトナム

を選ばれた理由というか、何かあれば教えてい

ただきたいなと思って。

○遠藤常務取締役 先ほども申したとおり、今

現在、輸出可能国が、香港とベトナムとカンボ

ジアの３カ国しかあいておりませんので、一番

現実的なのは既に商談を開始しております香港

はありますけれども、第２、第３のところがベ

トナムかカンボジアかということで、まだ、可

能性が少しでもあるのはベトナムかなという程

度の話です。

現在、ベトナムに対して具体的にアプローチ

をかけているという段階ではございません。

○中野委員長 はい、わかりました。
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ほかにありませんか。ないですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 以上で終わりたいと思いますが、

本日は大変御多忙の中に御出席をいただき、い

ろいろと御指導を賜りました。

いただいた御意見をこれからの我々の委員会

活動に積極的に取り入れてまいりたいと、この

ように思っているところであります。

最後になりますけれども、皆様方のこれから

の御活躍、御健勝を御祈念申し上げまして、本

日の委員会を終了させていただきたいと思いま

す。まことにありがとうございました。

午後２時20分閉会


